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はじめに 

現在、様々な業種で活用されている ICT ですが、建設業においても ICT を活

用した施工方法や熱中症予防対策等の検討が進められております。 

当協会では、平成 29 年度から「ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に

関する検討委員会」を設置し、ICT の活用により労働安全衛生の向上に資する

情報、建設現場における危険有害要因の除去、作業負荷の軽減に通じる技術情

報を取りまとめるとともに、ICT を活用することによる新たな危険状況への対

応等について、検討を行ってまいりました。 

当協会では、この成果を踏まえ、労働災害防止に資する ICT を活用した事例

等を集約したデータベースを当協会のホームページ上に展開し、建設事業場に

おける安全衛生活動に寄与する場を構築することとしました。 

 データベースの構築及び本報告書を取りまとめるにあたり、建山委員長並び

に作業部会玉手座長及び委員各位、オブザーバーの皆様、建設労務安全研究会

会員企業の皆様の多大なるご協力に対し、深甚なる感謝の意を表します。 

 とりわけ、建山委員長には、本報告書の作成にあたり、ご多忙のところ、 

第 2 章、第 3 章のご執筆をいただき重ねて感謝申し上げる次第であります。 

平成 31 年３月 

建設業労働災害防止協会 
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第Ⅰ部 建設業におけるＩＣＴを活用した労働災害 

防止のあり方に関する検討結果 

第１章 委員会の設置 

１．平成３０年度委員会の設置目的 

 IoT、ロボット、AI 等の技術が日進月歩で進化する中、建設業においても ICT を活用

した施工方法や熱中症予防対策等の労働災害防止対策の検討が進められている。 例え

ば、国土交通省では建設現場の生産性を向上し、企業の経営環境を改善するため、i－

Construction を推進しており、具体的な取り組みとして、ドローンを活用した３次元測

量や ICT 建機の活用などがあり、ICT 建機を災害復旧工事現場等で使用すれば二次災害

の防止等労働災害防止の面でも大きな効果が期待できる。また、民間企業においても、

建設現場では夏期に熱中症が急増することから、これを防止するため、ICT を活用して

WBGT の計測管理と併せ作業員個々人の心拍数をリアルタイムで把握することで作業員

の体調管理を行い、熱中症予防を行う取り組み等が進められている。 

 一方で、こうした新たな取り組みにおいて、操縦者の技術的対応が十分でないこと等

から、ドローンの墜落による労働者への衝突災害の発生等、これまでにない新たな労働

災害の発生も危惧されているところである。 

 そこで IoT、ロボット、AI 等の技術の動向を踏まえ、ICT の活用により労働安全衛生

の向上に資する情報を収集・整理し、建設現場における危険有害要因の除去や、作業負

荷の軽減に通じる技術情報を取りまとめるとともに、ICT を活用することによる新たな

危険状況への対応等について検討するための委員会を設置することとする。 

 平成 30 年度については、データベースの一般公開に向けて、具体的な方法等について

検討を行う。 

【調査研究の内容等】

① ICT を活用した事例等の収集・整理の方法

② ICT を活用した事例等の審査の方法

③ データベースの試行実施結果に基づく一般公開の方法等の確立

④ その他

２．検討の経緯 

１) ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員会・ＷＧ委員会

（合同）の経緯

① 第１回合同委員会

  日  時：平成 30 年 4 月 26 日（木）14：00～ 

場  所：TKP 田町カンファレンスセンター ホール２B 

  議  題：１ 平成３０年度の検討事項について 

２ 事例等の収集・整理の方法について 
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３ 一般募集等について 

４ 作業部会（WG）への検討依頼事項 

５ その他 

配布資料：資料 No.１－１ ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する 

検討委員会設置要綱 

資料 No.１－２ ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する 

検討委員会・作業部会 委員会名簿 

資料 No.１－３ 労働災害防止に資する ICT 活用事例データベース 

の構築 

資料 No.１－４ 建設工事における ICT を活用した事例との収集 

資料 No.１－５ 一般募集について（案） 

② 第２回合同委員会

  日  時：平成 30 年 9 月 3 日（月）14：00～ 

場  所：安全衛生総合会館 14 階 第 3 会議室 

  議  題：１ ICT 活用事例の収集結果 

２ 収集結果の活用目的と課題 

３ ICT 活用事例 ホームページ掲載イメージ 

４ ICT活用事例掲載に係る法的責任（労働災害発生時、知的財産権等） 

５ ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員会 

報告書(骨子案) 

６ その他 

配布資料：資料№２－１ 委員名簿 

資料№２－２ 第１回合同委員会 議事要旨（案） 

資料№２－３ ICT 活用事例収集のお願い（労研発第 30-9）・調査票 

資料№２－４ ICT を活用した事例収集結果 

資料№２－５  ICT の活用により建設業における労働災害防止に 

役立つ情報の収集・提供について（コンセプト） 

資料№２－６ 建設工事における業務の流れからみた ICT の選定時期他 

資料№２－７ ICT を活用した収集事例に対する確認を要する事項 

資料№２－８ ICT 活用事例 事例掲載に係る法的責任について 

資料№２－９ ICT 活用事例 ホームページ掲載イメージ（案） 

資料№２－10  ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討 

委員会報告書骨子案 

資料№２－11  今後のスケジュール 

参 考  収集事例一式（ファイル） 
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③ 第３回合同委員会

  日  時：平成 30 年 12 月 6 日（木）10：00～ 

場  所：徳栄ビル３階 会議室 

  議  題：１ ICT 活用事例 ホームページ掲載イメージ（案）について 

２ ICT データベースの活用について 

「① ヒューマンエラー防止のための ICT 活用」 

３ ICT データベースの活用について 

「② 本データベースを活用した ICT 選定時期」 

４ ICT 活用事例 データベース利用規約（案）について 

５ 今後のスケジュールについて 

６ その他 

配付資料：資料№３－１ 第２回合同委員会 議事要旨（案） 

資料№３－２ ICT 活用事例 ホームページ掲載イメージ（案） 

資料№３－３ 「建設現場における不安全行動・ヒヤリハット体験に 

関する実態調査」実施結果報告書 

資料№３－４ 本データベースを活用した ICT 選定時期について 

資料№３－５ データベース利用規約（案）について 

資料№３－６ 今後のスケジュール 

参考① 平成 30 年度 建設施工と建設機械シンポジウム 概要 

参考② Safety2.0 国際安全シンポジウム 2018 概要 

④ 第４回合同委員会

  日  時：平成 31 年 3 月 28 日（木）10：00～ 

場  所：笹川記念会館 会議室 

  議  題：１ 労働災害防止のための ICT 活用データベースについて 

２ ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員会 

報告書について 

３ 今後の検討事項について 

４ その他 

配付資料：資料№４－１ 第３回合同委員会議事要旨（案）及び ICT 作業部会 

（WG）第２回委員会議事要旨（案） 

資料№４－２ 各規程等（運用規程、申請要領、審査委員会設置 

規程、審査要領） 

資料№４－３ ICT データベース活用試行実施 

資料№４－４ ICT データベース一般公開スケジュール 

資料№４－５ ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する 

検討委員会報告書 

資料№４－６ 災害復旧・復興工事における災害発生状況 

資料№４－７ ＶＲ安全衛生教育の事例の収集と活用方法 
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２) ICT を活用した労働災害防止対策のあり方に関する検討委員会（ＷＧ委員会）の

経緯

① 第１回ＷＧ委員会

  日  時：平成 30 年 8 月 23 日（木）14:00～ 

場  所：徳栄ビル３階 会議室 

  議  事：１ 事例等の収集結果について 

２ 収集事例等の整理・審査方法の素案について 

３ 作業スケジュールについて 

４ 事例掲載における課題 

５ その他 

配付資料：資料№１－１ 委員名簿 

資料№１－２ ICT を活用した収集事例等の課題について 

資料№１－３ 作業部会（WG）スケジュール 

資料№１－４ データベースのイメージ（案） 

参 考 ICTの活用により建設業における労働災害防止に役立つ 

情報の収集・提供について 

（ファイル）収集事例一式

② 第２回ＷＧ委員会

  日  時：平成 31 年 1 月 15 日（火）14:00～ 

場  所：安全衛生総合会館 第２会議室 

  議  題：１ 募集方法について 

２ 審査方法について 

３ その他 

配付資料：資料№２－１ 第１回作業部会（WG） 議事要旨（案） 

資料№２－２ データベース運用規程（案） 

資料№２－３ 応募要領（案） 

資料№２－４ 審査委員会 設置規程（案） 

資料№２－５ 審査要領（案） 

参考① 第３回合同委員会 議事要旨（案） 

参考② 災害復旧工事における災害事例 
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第２章 建設業においてＩＣＴの活用が求められる背景と現状 

１．動き出した建設革命 

長年増加を続けてきた日本の総人口も、2007 年頃をピークに減少に転じた 1)。これは、日

本が初めて経験する社会現象で、今後、社会の様々な場面で影響が現れることが危惧される。 

建設分野では、特に 15歳から 64 歳までの生産年齢人口の減少から、担い手不足が益々深刻

になるというだけではなく、インフラの使用や税収も減ることになり、結果としてインフラに

投資される予算も厳しくなることが懸念される。一方で、90 年代から日本のインフラ投資は

急速に変わりつつある。新規投資は 90年代に比べて半減する反面、新設よりも難しい維持管

理への投資は減ることがなく、今後増えていくことになる。 

さらに、自然災害という点からも建設業界は非常に厳しい時代に入っている。自然災害は

年々激化しており、より甚大な災害が起きると予想され、今まで以上に防災対策に取り組んで

いかなければならない。建設業界は人も予算も限られる中で今まで以上に難しい工事をこなし

ていかなければならない状況に陥っていくことになる。 

そういう状況に置かれているにもかかわらず、建設業は未だに「きつい・汚い・危険」の３

Kから脱し切れていない。この主要な原因の一つが低迷する労働生産性にあると見られてい

る。図 1は産業別の労働生産性の推移を表している 2)。この図から明らかなように、一般製造

業は、1990 年前後から生産ラインに自動化技術などの先端技術を導入することにより、20 年

間で生産性を 2倍近くにまで向上させたが，建設業は逆に低下させてきた。しかし、逆の見方

をすれば、建設業は、生産性を上げる余地を残していると考えることもできる。 

図１ 産業別労働生産性の推移 2) 

国土交通省では、このような状況を受けて 2016 年に i-Construction なる新たな施策をスタ

ートさせた 3)。この i-Construction では、様々な方策を通じて建設業の生産性を向上させ、

従来の３Kから、給料が高く、休日があって、かつ希望を持つことのできる「新３K」で象徴

される魅力ある産業にその体質を変えていくことを目指している。 

そのための主要な方策の一つが ICT（情報通信技術）の活用で、ICT を建設の様々な場面で

活用することにより、生産性を上げる取り組みがなされている。 
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i-Construction がスタートして 3年が経つが、国交省が想定していた以外にも建設改革に

向けて様々な取り組みが動き出している。その一つが ICT を活用した安全性の向上である。も

ともと、i-Construction の目的は、３Kの改善であったが、これまでは３K を包括する形で労

働生産性の向上が追求されてきた感が強かった。これにより労働生産性は徐々に改善してきた

が、３Kの一つである「危険」は、未だ十分に改善されたとはいえない状況にある。 

図 2は、就労中の死傷者数の経年推移を産業別に表したグラフである 2)。建設業の就労環境

や就労条件は以前に比べると大きく改善されているものの、就労中の死亡者の数は全産業中の

1/3 を占めている。他産業に比べて不確定要因が多く、作業の規模が大きな職種であり、事故

が起こり易いことは否めないが、それでも改善の余地がないわけではない。このような状況を

改善すべく、ICT を生産性向上だけではなく、建設工事における事故や労働災害防止に活用し

ようとする取り組みが始まっている。本稿では，それらの取り組みを紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 産業別の就労中死亡者数の推移 2) 

 

２．ＩＣＴを活用した労働災害の防止 

  建設工事における事故や労働災害の防止を目的とする ICT 活用の基本的な方針は、大きく 2

つに分けることができる。一つは，建設施工において ICT を活用するとこれまで人手で行って

いた作業を機械で代替えすることができるため、人が現場に入る機会が少なくなり、結果とし

て機械と人の接触などによる事故が大きく軽減されるという効果である。もう一つは，事故な

どにつながりかねない危険な状況に近づくと ICT が警告を発するか、あるいは危険を回避する

動きを起こすことにより、事故を防止する効果である。以下、それらの取り組みに関する具体

的な事例を紹介する。 

 

３．ＩＣＴ導入による省人化と事故防止 

施工過程への ICT 導入の代表例は，重機制御の高度化である．ここでは，Machine Guidance

（以下，MG と呼ぶ）機能を持った油圧ショベルの活用が事故防止に繋がる事例を紹介する。 

図 3に下水管の埋設工事の状況を示す。下水は自然流下であるため、管を埋設する際は所定

の深さと傾斜角度のトレンチを掘削しなければならない。通常は、図 3のように深さや傾斜角
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度を測量で確認しながら工事を行う。また、図 4は法面造成工事の状況である。工事では、測

量を行いながら丁張り（施工後の構造物の出来形を表す木製の目印）を正確に設置しなければ

ならない。油圧ショベルのオペレータは、この丁張りを目印に法面を整形していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 下水管の埋設工事     図 4 法面の整形工事（写真提供：株式会社山岡組） 

 

このような工事では、MG機能を搭載した油圧ショベルが使われるようになってきた。 

図 5にその一例を示す。ショベルには位置を特定する衛星測位システム（GNSS）アンテナ 

が、バケット・ブーム・アームにはチルトセンサーが取り付けられており、操作席付近にある

画面に機械の各部の位置や姿勢が映し出される。また、車載の PC にトレンチや法面の出来形

情報をあらかじめ入力しておくと、そのデータも画面に映し出すことができるため、オペレー

タはこの画面上で、目標とする作業の出来形とバケットの相対位置を確認しながら機械の操作

を行うことができる。このため、測量や丁張り設置の作業なしに、工事を行うことができ、現

場に人が入る機会を大幅に削減してくれる。 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

図 5 油圧ショベルの MG機能事例 

（資料提供：株式会社トプコン） 

 

図 6 は、このショベルを用いて河川堤防の補強工事を行った際の省人化効果を調べた結果で 

ある 4)。オペレーターは測量等のための待ち時間が少なくなるため、機械の操作時間を半分程

度まで削減することができ、また監督職員は、測量等の現場作業を確認する必要がなくなるた

め、現場に張り付く時間を減らすことができる。事故防止の観点から特に注目すべきは、現場 

コントローラ 

チルトセンサー 

GNSS アンテナ 

表示画面 

図 6 人員からみた ICT 導入の効果 4) 
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で作業を行う普通作業員が大幅に削減されたことである。測量や帳張りの設置などの作業が必

要なくなり、作業員が現場に立ち入る機会が大幅に削減された。 

このように ICT の活用が事故発生の機会を減らす効果が認識されるようになってきたが、一

方でオペレーターが頻繁にモニターを見なければならないため、機械周辺への注意が希薄にな

り、事故に繋がることも考えられる。これは、ICT 導入の負の側面であり、これを防ぐために

は次に紹介する機械的な事故防止機能も併用することが望ましいといえる。 

 

４．ＩＣＴを活用した事故防止機能 

一般製造業では、部品や材料、製作工程が決まっているため作業内容は細部まで想定されて

いる場合が多い。これに対し、建設工事は、現場毎に作業内容が異なり、かつ、現場の作業環

境や作業条件は工事の進捗とともに時々刻々と変化していくため、工事の前に細部まで想定し

てその通りに実施するような作業はほとんどなく、思いがけない事態に至り事故が発生するこ

とも多い。このため、事故などにつながりかねない危険な状況に近づくと ICT が警告を発する

か、あるいは危険を回避する動きを起こすことにより、事故を防止する技術の開発と普及が進

みつつある。 

  重機周辺に人や構造物などの物体が近接したことを感知するセンサーとしては、超音波，レ

ーザー、RFID など、様々な種類があり建設現場でも導入が進んでいる。図 7は、そのうちの

一つで画像センサーにより、ヒトとモノを見分けることができるシステムである。一般に様々

な資材や構造物が現場内に混在する場合、常にそれらに反応していたのでは作業性が落ちるこ

とになる。このシステムでは、図 7中の超近接の Bゾーンでは区別なく警報を発するが、その

外側の Aゾーンでは、動きを伴う人（歩行者や作業員）とその他の障害物を見分けて、動く人

を検知した場合にのみ感知するため、作業性の低下を抑えることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 画像センサーによる人接近警報システム（資料提供：西尾レントオール（株）） 
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 これらのセンサーを活用すると、重機と人や物体が接近したときに警報を発したり、重機を

緊急停止させることにより、事故の発生を抑止することができる。 
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第３章 ＩＣＴを活用した労働災害防止のあり方 
 

１．労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース 
   ICT は、建設労働災害防止において有効に活用することのできるツールといえる。 

そこで、当協会では、ICT の活用により建設現場における労働災害防止に資する情報や技

術、事例を収集・整理し，「労働災害防止のための ICT 活用データベース」として協会のホ

ームページにおいて公開することとした。 

このデータベースの特徴は、図に示すように、最新の技術に基づき建設工事における労

働災害防止や職場環境改善策を検討してもらえるよう、新たに開発された技術も随時更新掲

載するとともに、建設現場において安全性の向上のために必要となる技術ニーズを示すこと

により、それに応える技術開発を誘発する仕組みを備えさせた成長型のシステムである。建

設関係者はもとより、ICT 開発関係者も積極的にこのデータベースを活用し、建設業におけ

る災害ゼロの実現を期待している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 労働災害防止のための ICT 活用データベース 

 

 

参考文献［第２章、第３章１．］ 
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3） 国土交通省：i-Construction～建設現場の生産性革命～，i-Construction 委員会報告書，2016 年 4 月 

4) 建山和由・今西恵一・山本勝：土工分野における 3次元データの利活用と課題，基礎工，Vol. 46, No.9, 

pp.26-29, 2018 
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２．建設工事の計画・発注・施工の段階におけるＩＣＴの具体的活用方法 
 

１）ＩＣＴ選定時期 

建設工事における業務の流れを以下のとおり整理し、その業務の流れ（「発注者」

「施工者」「建築物管理者（発注者・管理会社）」）考えられる ICT の選定時期を示し

た。 
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２）ＩＣＴの具体的活用方法 

前記選定時期における ICT の具体的活用法を示した。 

  

 具体例 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

機
械
セ
ン
シ
ン
グ 

ひずみ計測技術  ○   ○  ○  ○    ○   

地盤変位計測技術  ○   ○  ○  ○    ○   

車両積載重量検知技術      ○  ○     

車両積載カメラ活用技術      ○  ○     

障害物検知技術  ○   ○  ○  ○     ○ 

軌道変位計測システム  ○   ○  ○  ○      

現場気象条件観測技術  ○   ○  ○  ○  ○   ○  

粉じん濃度計測携行型器械      ○  ○    ○ 

現場臭気計測技術      ○  ○     

GPS マシンモニタニングシステム  ○   ○  ○  ○      

発破低周波音抑制技術  ○   ○  ○  ○      

騒音検知低減システム  ○   ○  ○  ○     ○ 

能
力
支
援 

ＶＲ活用技術  ○     ○  ○    

パワースーツ利用技術  ○   ○  ○  ○      

ＩＣタグ利用技術、  ○   ○  ○  ○    ○  ○  

タブレット・スマホ等端末機器利用技術 ○  ○ ○   ○  ○ ○ ○  ○  

現場労務管理ソフト    ○  ○ ○      

適正工期算定ソフト ○  ○   ○        

現場各種データ送受信技術 ○  ○   ○   ○  ○   ○  ○  

各種情報映像化（見える化）技術 ○  ○   ○   ○  ○   ○  ○  

ＩＣＴ活用分類 

１．無人化、省力化   ▶ 人間が危険場所等に接近、接触せずに作業ができる工法・機器等 

２．人・行動センシング ▶ 人間に感知させる、人間の能力を支援する機器等 

３．機械センシング   ▶ 機械によって感知、制御する機器等 

４．能力支援      ▶ １．～３．以外のツール 
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第４章 ＩＣＴ活用事例等の収集 

 

１．事例収集の概要 

データベースの一般公開に向け、ＩＣＴを活用した事例等の収集・整理として、大

手建設企業が会員の主体であり、安全衛生管理はもとより労務管理、施工管理、工程

管理、品質管理等の分野において精通したメンバーで構成され、調査研究活動等を行

っている建設労務安全研究会に「建設現場におけるＩＣＴを活用した事例収集等に関

する調査」として業務委託を行った。 

業務委託により、会員企業 28 社より 224 事例のＩＣＴを活用した事例を収集すること

ができた。 

 

  

 

建設労務安全研究会（略称：労研） 

 

【沿革】 

 昭和２１年８月、業界各社の労務担当者により新労働基準法等の研究が始まり、

同年１０月に１６社による労務懇談会（労研の前身）が発足し、その後、会員の拡

充を図って今日に至っている。 

 この間、建設業界の労務安全衛生管理及び専門工事業者の指導育成等に関連する

調査研究を行い、関係省庁・関係団体等との連携を図り、建設業の資質の向上・改

善を目的に活動を活発に展開している。 

 また、毎年、全国各地の労務安全研究団体との交流会を開催し、全国の会員相互

の研鑽を図るとともに、安全衛生管理ノウハウを共有し、豊富な情報等を持ち備え

ている。 

 現在、大手建設企業を中心に４１会員（３７企業、４団体）［平成 31 年 3 月 28 日現在］

で構成されている。 
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２．ＩＣＴ活用事例収集結果 

 

１）ＩＣＴ事例収集による活用状況 

 

 

２）ＩＣＴ使用による抑止可能なリスク（災害の種類） 
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３）労働災害・健康障害防止の観点からのＩＣＴ活用分類 

 

４）対象とする主な対策（本質安全化） 

従来の対策では防ぐことができなかった危険有害要因に対して、ICT の活用により本

質安全化に適用した対策として、昨年度の検討委員会にて項目だしをした中から、今

回の事例提供の回答から次のとおり整理した。 

このように、ICT の活用は本質安全化に適用した対策として考えることができまし

た。 

 

 

無人化、省力化

46%

人・行動センシング

15%

機械センシング

17%

能力支援等

15%

未回答

7%
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５）今後、利用や開発が望まれるＩＣＴ 

①利用したい技術 

ア 無人化・省人化 

・AI を利用した画像認証による画像による作業員や重機の接近警報等 

・AI を活用した作業計画・管理 

・人工知能（AI)を活用した不安全箇所の指摘 

・xR,AI,IoT,BIM 

・CIM の活用 

・無人化施工技術及び省力化技術（生産性向上） 

・ドローンを利用した測量 

・太陽電池（携帯・スマホ、ドローン、TS） 

・溶接中に溶接の良否をロボットが判断する技術 

・作業効率（現場作業員・職人）の省力化 

・無人の締固め管理 

・打設時杭芯測量の無人化 

・坑内出来形測量の無人化 

・トンネル作業における無人化施工技術 

・太陽電池で飛行するドローン 

・ROV による水中施工状況のリアルタイム確認によるバケットの誘導 

・重機と人との接触防止 

・遠隔操作による施工 

・3Ｄ設計・施工シュミレーション、産業ロボット技術 

イ 人・行動センシング 

・センサを使用しない重機接近警報システム：トンネル用 

・普段使用するベストが光りブザーが吹鳴する技術 

・重要構造物の近接作業時において、接近をオペレーターにモニターで周知 

・作業者のバイタルデータ取得し就労時の健康管理システム 

ウ 機械センシング 

・光ファイバセンサによる各種ひずみ計測技術 

・タイルのひび割れ検出技術 

・耐防塵防水防振型の画像センサー、レーザーセンサー 

・衛星測位技術 

・過積載の判定 

エ 能力支援 

・VR を活用した施工検討・安全教育 

・社内システムで利用可能な測量計算ソフト 

・AR、MR への応用 

・AR、MR による可視化技術 

・MEMS を用いた小型センサー技術 

・Wifi ルータなどを使用したスマートフォン不要化 

・Buildee 労務安全、Buildee 入退場など開発中の他シリーズ 

・高精度な撮影技術 

・坑内など、携帯電波の届かない箇所におけるネットワーク環境の構築 

・レーザー照射範囲の遠距離化 

・有線電話や無線等によるインターネット情報の伝達 

・水中無線式水圧計 

・通信技術に発展による、IoT 化 

・画像認識 

・位置情報との連動 

・水中通信技術 

16



・高齢化した農業における田畑の耕作作業 

・解析アルゴリズムの検討 

・モデル化の自動化、情報ネットワークの有効活用 

・５G 通信遠隔操作 

・屋内位置即位 

・三次元工事施工計画への活用 

・太陽電池で作動するＴＳ 

・太陽電池を使用する携帯・スマホ 

 

②製造者側に開発／改良を期待する技術ＩＣＴ 

ア 無人化・省人化 

・作業員や重機用の簡素な接近警報装置等 

・自動運転による進捗管理 

・自動運転による施工 

・完全自動化による土工事の実施 

・省力化ロボット AI 

・足場組立ロボット、荷役ロボット 

・ジャンボドリルの自動化施工技術 

・ドローン測量の精度及び飛行時間の改善 

・人工知能（AI）による災害事例検出 

・重要構造物を 3D で認識させ、接触を防止する技術 

・溶接ロボットの高性能化、溶接能率の向上 

・自走機能追加による Pepper の作業所巡回 

・坑内空間で位置把握可能なアンテナシステム 

・BIM 

イ 人・行動センシング 

・バイタルセンサーとの融合 

・潜水士等特殊環境下における体調管理 

ウ 機械センシング 

・水中測量技術 

・赤外カメラの高解像度化 

・位置測位の更なる精度向上 

・衛星測位精度 

エ 能力支援 

・車両系機械等の旋回時の挟まれ体感 

・サンプルの見直しおよび学習用データの再生成 

・JWW 等のデータを修正可能にするソフト等 

・アラーム検知結果の記録機能追加 

オ その他 

・製品の価格引き下げ（コストダウン） 

・防水性 

・各種規格の統一 

・現行 Buildee 調整会議の機能改修・強化、建設キャリアアップとの連動 

・バッテリー性能の向上 

・メーカー自身が積極的に組み込んでほしい 

・機械の軽量化 

・排水能力及び施工性の向上 

・受信衛星数の向上とその持続 

・スマートフォン以外のゲートウェイ 

・水圧系ケーブル等の耐久性向上 
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・AR、MR への応用 

・単独即位 GPS モジュールの高精度化 

・法面整形時のバックホウバケット先端のみではなく、バケット全体の 

角度（背面）を制御しないとオペレーターの感覚と乖離がある 

・解析技術の高度化 
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161 101 21 21 0 129 43 47 43 21 74 109 41 19 148 57 82 92 33 30 6 15 13 97 24 17 76 60 45 47 42 47 37 45 71 7 8 20 8 12 14 4 4 8 21 20 23 42 22 29 4 11 43 46 35 26 17 15 11 50 19 6 21 6 4 11 3 8 5 11 111 33 72 35 22 15

1 クイックスマートコンストラクション ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

2

ハイブリッド型運航監視システム「COS-NET」

位置情報発信端末や船舶レーダーを活用した工事用船舶や一般船舶の動

静管理システム

● ● ● ● ● ● ● ● 重機・玉掛作業 ● ●

3

「リアルタイムアラート伝達システム」

受信した気象警報等をパソコンから自動的に作業員の腕時計型受信機に

送信するシステム

● ● ● ● ● ● ● ● ● 重機・玉掛作業 ● ●

4 写真から３次元位置情報を出力 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

5 アップルTVを用いた朝礼安全掲示板の電子化 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6
テリオクラウドを活用した図面データ、安全・品質パトロール講評等で

のデータ共有
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

7 LAXSY（ラクシー）を活用した竣工検査の省力化 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

8 VR事故体験・安全教育 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

9 地上設置型合成開口レーダー（GB-SAR）を用いた動態観測 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

10
３Dスキャナや写真測量を利用した切羽３次元化と岩盤不連続面抽出お

よびトンネル前方地山予測
● ● ● ● ● ● ● ●

11 動体監視カメラによる作業員進入自動警報装置 ● ● ● ● ● ● ● ● 立坑下作業

12 ネットワーク対応型無人化施工システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

13 工事用道路に潜むハザードの可視化 ● ● ● ● ● ● ● ●

14 吹付けコンクリートの遠隔操作技術 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

15 ドローンによる写真測量 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

16 土工工事におけるマシンガイダンスの活用 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

17 作業所内SNSによる施工・安全管理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

18 ＧＰＳ測量 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

19 ｗｅｂカメラ、坑内通話システム ● ● ● ● ● ● ● ● ●

20 道路表面の変量計測をＧＮＳＳレベル計にて実施 ● ● ● ● ● ● ● ●

21 ブラクステール ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

22 ドローンによる土量管理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

適用工事

事

例

総

数

技術名称

44

活用分類 特許有無
実用新案

有無
技術の所有権 販売 災害の種類

危険作業対策 有害業務対策 職場環境改善対策・メンタルヘルス 未

回

答

本質安全化

そ
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13 11
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44

活用分類 特許有無
実用新案

有無
技術の所有権 販売 災害の種類
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23 旋回ラインG ● ● ● ● ● ● ● ● ●

24 株式会社明電舎の出張安全体感教育-VR安全体感- ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

25 作業半径内検知システム ● ● ● ● ● ● ● ● ●

26 重機接近警報装置HESAR ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

27 レーザーバリアシステム LMSシリーズ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

28 ipad　アプリ　e-yacho の使用による現場巡視記録の簡素化と展開 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

29 ブラクステール(産業車両用　歩行者検知警戒システム) ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

30 電波式無線リモコン対応警告灯 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

31 気象観測システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 河川内等の作業 ● ● 低温症

32 ブルドーザ盛土工排土板制御(GPSによる撒出し厚管理) ● ● ● ● ● ● ● ● ●

33 レーザースキャナ式 警報通信機 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

34 スマート切羽ウォッチャー ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

35 山岳トンネルにおけるロックボルト打設の機械化 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

36 ウェアラブルバイブレータ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

37 重機周り作業員検知システム「アラウンドウォッチャー」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

38
A4CSEL（クワッドアクセル）

　建設機械の自動化による次世代の建設生産システム
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

39 スマートＧ－Ｓａｆｅ（スマートジーセーフ） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

40 光ファイバを用いたグラウンドアンカーの張力計測技術 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

41 スマートデバイスを用いた工事管理システム（KOCoチェック） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

42 3Dモデルの活用（CIMで作成した3Dモデルの安全対策への活用） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

43 ドローンによる地形測量 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

44 スマートフォンのラインを活用した安全衛生管理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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45 ｗｅｂカメラによる安全管理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

46 グリーンサイトによる労務安全管理 ● ● ● ● ● ● ● ●

47 ドローンによる空撮 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

48 ライブカメラによる現場監視 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

49 ２４時間構造物変位計測 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

50
クレーンオペから不可視の立坑内をクレーン先端のカメラで合図確認を

行う。
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

51 ＣＩＭ ● ● ● ● ● ● ● ●

52 遠隔操作無人探査機（ＲＯＶ）による水中支持層調査 ● ● ● ● ● ● ● ● ● 減圧症 ●

53 タブレットを活用した仮設土留の点検 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

54 ＥＴＣ、ＤＳＲＣ通信による事故防止システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 工事車輌使用作業 ● 交通事故、第三者災害 ● ● 交通事故抑止

55
ＣＩＭの活用による機械配置計画・安全管理

（使用ソフト：ＴＲＥＮＤ-ＣＯＲＥ福井コンピュータ株式会社）
● ● ● ● ● ● ● ●

56 クラウドロガー ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

57 潜水作業支援システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 潜水作業 ● ● 潜水病・減圧症 ● ●

58 潜水士位置管理システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 潜水作業 ●

59 ケーソン据付システム「函ナビ」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
据付ケーソン上の人力

作業
● ●

60 ケーソン自動制御据付システム「函ナビ-Auto」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
据付ケーソン上の人力

作業
● ●

61 クレーン映像検知システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

62 航行船舶監視システム「みはりちゃん」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 海上工事全般 ● ● 海難衝突事故の防止

63 海上衝突防止支援システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 海上運搬工事 ● 海難衝突事故の防止

64 高感度カメラによる遠隔場所からの安全管理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

65 ドローンによる安全管理活用 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

66 ドロ－ンによる3D測量 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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67 スキャナーによる3D測量 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

68 ＩＣＴ機械（ブルド－ザ－）による施工 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

69 ＩＣＴ機械（バックホ－）による施工 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

70 ダンプ運搬（運航管理システム） ● ● ● ● ● ● ● ● ●

71 ＢＩＭ活用による施工計画検討 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

72 ３Ｄレーザースキャナを活用した現状把握 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

73 図面閲覧ツールの利用 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

74
２４時間「情報センター」からの発信を活用した同種事故の未然防止に

ついて
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

75 「あんぴくん」を使用した職員・家族の安否確認について ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

76
安全建設気象モバイル（ＫＩＹＯＭＡＳＡ）の作業中止基準厳守による

安全性向上
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

77 工事用車両運行管理システムを使用した大型車両の速度管理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

78 レーザバリアを使用した警報システムによる作業範囲の明確化 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
放射線区域内作業立入

禁止等
● ●

79 ３Ｄレーザースキャナーを使用した坑内出来形測量の安全性向上 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

80
TS（トータルステーション）を使用した杭芯測量の省力化による安全

性向上
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

81
ＴＳ（トータルステーション）を使用したマシンコントロールの無人化

による安全性向上
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

82 ドローンを使用した不良設備、不安全行動の把握 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

83 トラポンタ使用による巻き込まれ事故防止 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

84 ＷＥＢカメラによる状況把握 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

85 作業所向けスポット天気予報システム「ゼロサイ」の活用 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

86 Ｐｅｐｐｅｒを用いた新規入場者教育 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

87 位置管理システム（位置情報取得管理システム） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

88 吊荷旋回制御装置 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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89 鉄骨自動計測・自動建入調整システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

90
トンネル覆工における計測作業の生産性・安全性を向上

－３Ｄレーザースキャナーを用いて鉄筋のかぶり厚さを「見える化」－
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

91 点群データと3Dモデルの活用した施工シュミレーション ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

92 シールド蛇行修正プログラム ● ● ● ● ● ● ● ● ●

93 赤外線センサーによる重機接触防止機能 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

94 UAVによる三次元測量と土量管理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

95 3Dスキャン変位計則システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

96 ドローンによる空中撮影 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

97 バックホウマシンコントロールによる掘削工事、法面整形工事 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

98 レーザーバリア ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

99 ３Dバリアシステム ● ● ● ● ● ● ● ● ●

100 Webカメラ ● ● ● ● ● ● ● ●

101

クラフド型監視カメラによる作業状況の監視及び防犯対策

（国土交通省新技術情報提供システム NETIS MAMORY 登録NO.ＫＴ-

150050）

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 防犯対策の抑止

102 Webカメラを使用した作業状況の監視 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

103 タブレット端末活用による現場確認業務の簡素化 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

104 クイックスマートコンストラクション ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

105
次世代型ビーコンを利用した屋内作業員の可視化による現場管理システ

ム
● ● ● ● ● ● ● ● ●

水中部を除く土木工事

全般
● 業務全般 ● ●

106 ３Dバックホウガイダンス ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

107
暑熱環境下における作業現場のリスク管理をサポートするシステム

「Smartfit for work」
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

108 バイタルセンシングバンドを用いた安全管理支援ソリューション ● ● ● ● ● ● ● ● ●

109 潜水士減圧管理システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● 潜水作業全般

110 ケーソン据付支援システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 海上作業 ● ●
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111
自動追尾式TS(トータルステーション)による地盤改良機誘導管理シス

テム
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

112 海中障害物撤去システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 潜水作業 ● 潜水病 ●

113 工事用車輌運行支援システム(VasMap) ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 運搬作業 ● 交通災害 ● ●

114 赤外線熱画像の温度検知による船舶監視システム ● ● ● ● ● ● ● ●

115 ＯＫシステム（Ｏｖｅｒ　Ｋｉｎｄ　システム） ● ● ● ● ● ● ● ● ●

116
ＳＭＣ-ＧｅｏＣＩＭ

－3次元モデルによる可視化と盛土のトレーサビリティーを一元管理ー
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

117 ＳＭＣ-Ｏｎｅナビ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

118
きれい ni 発破

－トンネル発破作業における火薬適正量をリアルタイムに自動算定ー
● ● ● ● ● ● ● ● ●

119
現場施工管理支援システム「ＳＭｉｌｅＳｉｔｅ」

（スマイルサイト）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

120
デジタルサイネージ

（統合型施工管理プラットフォームの１機能）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

121 可視光通信三次元位置計測システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

122 斜張橋点検ロボット ● ● ● ● ● ● ● ●

123 3Dクレーンブーム位置監視システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

124 自立型地盤防災観測網および地盤防災モニタリングシステム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

125
仕上工事進捗把握システム

（統合型施工管理プラットフォームの一機能）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

126 ＵＮＩＳＣＡＬＥ（ユニスケール） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

127 旋回規制バックホウ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

128 出水警報システム「T-iAlert® River」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

129 ブレーカ搭載バックホウによる自律割岩作業「T-iROBO® Breaker」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

130 自律型清掃ロボット「T-iROBO® Cleaner」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

131 振動ローラーによる自律転圧作業「T-iROBO® Roller」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

132 コンクリート床仕上げロボット「T-iROBO®  Slab Finisher」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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133 現場溶接ロボット工法「T-iROBO® Welding」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

134
T－ケーソンスキャナ

（ケーソン作業室内の掘り残し土量可視化技術）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

圧気作業室内の測定作

業
● ● ● ● ●

135
T-CIM®/Shield

（シールド掘進監視システム）
● ● ● ● ● ● ● ●

136 遠隔操縦式多機能水中施工機械　Ｔ-ｉROBO®UW ● ● ● ● ● ● ● ● 潜水作業の低減 ●

137 T-CIM®/Tunnel ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

138 ナビゲーション機能付ドリルジャンボ（ドリルナビ） ● ● ● ● ● ● ● ● ●

139 重機接近警報システム（ヘリマシステム＋時間差自動停止装置） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

140 デジタル画像による変位モニター･監視技術「TP-Monitor Tunnel」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
監視員通路のない供用

中のトンネル内の計測
●

監視員通路のない供用

中のトンネル内の計測

141 T-CIM®/Concrete ● ● ● ● ● ● ● ●

142 FieldPadを利用した現場巡視 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

143 IPADによる工事写真撮影及び検査書類整理 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

144 smart CON Plannerを利用した施工シュミレーション ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

145 ＩＣＴブルドーザー ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

146 ウェアラブルグラスを活用した遠隔作業支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

147 調整会議支援システム「Buildee」を活用した連絡調整および帳票作成 ● ● ● ● ● ● ● ●

148 レイアウトナビゲーターLN-100 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

149 安全VR ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

150 傾斜監視クラウドシステム　OKIPPA104 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

151 デジタル工事写真の小黒板情報電子化 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

152 ドローン利用技術 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

153 デジタルカメラ三次元計測システム ● ● ● ● ● ● ● ●
測定ミス等のヒューマ

ンエラー防止

154 三次元データモデルを用いた鋼材干渉チェック ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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155 床版打設計測システム ● ● ● ● ● ● ● ●

156 粉じんの自動計測 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ダイオキシン類

157
・マシンガイダンス（油圧ショベル）

・TSによる出来形管理
● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

158 シミズ・クールカット（低振動・低騒音解体） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

159 外壁タイル劣化診断ロボット「Wall Dr.（ウォールドクター）」 ● ● ● ● ● ● ● ●

160 CIMモデルに基づく遠隔制御マシンコントロール ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

161 歩行者検知警戒システム　ブラクステールMR90 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

162 配筋アシストロボ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

163 iBeaconを利用した工事概要案内システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

164 ＶＲ騒音シミュレーションシステム ● ● ● ● ● ● ● ● ●

165 音源追跡型騒音低減システム ● ● ● ● ● ● ● ● ●

166 発破低周波音抑制技術（BWE） ● ● ● ● ● ● ● ●

167 スメルケア ● ● ● ● ● ● ● ●

168 煙突ライニング材除去装置「カポトール」 ● ● ● ● ● ● ● ●

169 ファイバーサーベイメーター　FS-1 ● ● ● ● ● ● ● ●

170 iPadを利用した施工管理業務の効率化「iOSアプリ:位置プラス写」 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

171 「Face Condition Viewer」トンネル切羽変状可視化システム ● ● ● ● ● ● ● ●

172
フルメッシュネットワークを用いた挙動監視システム「Tメッシュネッ

ト」
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

173 無線LANボートによる桟橋の調査診断システム (i-Boat) ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

174 水中調査ロボット（Cetus-V・MarkⅡ） ● ● ● ● ● ● ● ● ●

175 水中位置監視システム（水中ポジショニングシステム） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

176 自動潜水管理システム（Penta Divers +） ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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177 ケーソン無人化据付システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ケーソン上の作業 ●

178 ＮＥＷネオソーラーⅢ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 危険箇所の明示

179 ＥＴＣ車両事故防止システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 運搬作業全般 ●
交通誘導員の人件費削

減

180 ＥＴＣ車両運行管理システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 運搬作業全般 ● 軽作業員の人件費削減

181 潜水士のバイタル検知システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 潜水作業全般

182 ＷＥＢ環境（Buildee）を利用した作業間調整・安全管理 ● ● ● ● ● ● ● ●

183 大型ＬＥＤモニターによるデジタルサイネージを利用した安全活動 ● ● ● ● ● ● ● ●

184
ロボット（Pepper）を利用した新規入場時の現場説明・安全教育の実

施
● ● ● ● ● ● ● ●

185 遠隔作業支援用スマートグラス(MOVERIO Pro) ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

186 風量測定用ドローン ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 脚立作業 ● ●

187 ALC用施工ロボット（配管用施工ロボット） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 高所作業 ● ●

188 PLC（電力線通信）機能を搭載した分電盤 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

189 自動追従台車 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

190 クラウドカメラの作業所管理への活用例 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
機械解体によるリスク

業務
● 安全レベルの向上

191 全方向クローラー型搬送支援ロボット「クローラーTO(トゥ)」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
積載重量がある台車の

軽微な段差乗り越え
● ● ●

192 セキュリティーコール ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

193 工事用機械の遠隔監視システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 予防保全

194 自律走行かき集めロボット（耐火被覆清掃ロボット） ● ● ● ● ● ● ● ● ● 高所作業 ● ● ● ●

195 WIZDOMによる安全点検 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 全般 ●

196 写達for iPad（電子黒板の活用） ● ● ● ● ● ● ● ● ●

197 カメラによる現場場内監視システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

198 端末機器を利用した現場管理業務支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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199 マシンコントロール　バックホウ ● ● ● ● ● ● ● ●

200 マシンコントロールバックホウによる施工 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

201 TS・GNSSによる転圧管理システム「SmartRoller」 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

202 ICT活用　路体　路床盛土　掘削法面整形 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

203 スマートクローバー ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

204
ドローンによる空中撮影

ドローンによる土量測量
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

205 ICT建機を使った情報化施工 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

206 覆工コンクリートの施工と品質管理の見える化 ● ● ● ● ● ● ● ● ● 狭所作業 ● ● ●

207 ポータブルサイフォン ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

208 マルチGNSS 地盤変位計測システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

209 AI技術を活用した高精度の切羽評価システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

210 予測型山岳トンネルCIM ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

211 インバート変位計 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 山岳トンネル工事

212
アクアジャスター®を搭載した水中インフラ点検ロボット「ディアグ

TM」
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

213 「5G を活用した建設機械による遠隔施工」（実証試験を実施） ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

214 汎用遠隔操縦装置「サロゲート」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

215 無人動態観測システム ● ● ● ● ● ● ● ● ●

216 現場ロボット溶接工法 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

217 作業員向け安全管理システム「Envital®」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

218 山岳トンネルの安全対策・省エネ制御システム「TUNNEL EYE」 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

219
ＩｏＴ技術を導入した車両系建設機械による災害防止

（フラウドを活用した重機作業の危険源除去）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

220 VR（ヴァーチャルリアリティー）体験型安全衛生教育システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
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羽

作

業

解

体

工

事

橋

梁

点

検

作

業

外

壁

点

検

作

業

水

中

点

検

作

業

車

両

系

建

設

機

械

作

業

軟

弱

地

盤

工

事

現

場

溶

接

熱

中

症

ア

ス

ベ

ス

ト

（

石

綿

）

酸

欠

・

硫

化

水

素

粉

じ

ん

化

学

物

質

振

動

高

気

圧

騒

音

作

業

生

産

性

の

向

上

教

育

・

訓

練

の

充

実

不

安

全

行

動

の

抑

止

苦

渋

反

復

作

業

の

解

消

心

身

の

健

康

確

保

161 101 21 21 0 129 43 47 43 21 74 109 41 19 148 57 82 92 33 30 6 15 13 97 24 17 76 60 45 47 42 47 37 45 71 7 8 20 8 12 14 4 4 8 21 20 23 42 22 29 4 11 43 46 35 26 17 15 11 50 19 6 21 6 4 11 3 8 5 11 111 33 72 35 22 15

適用工事

事

例

総

数

技術名称
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活用分類 特許有無
実用新案

有無
技術の所有権 販売 災害の種類

危険作業対策 有害業務対策 職場環境改善対策・メンタルヘルス 未

回

答

本質安全化

そ

の

他

危

険

作

業

そ

の

他

有

害

業

務

そ

の

他

13 11

221 移動計測型三次元形状計測装置「RaVi」＿鉄道仕様機 ● ● ● ● ● ● ● ●

222 山留自動計測システム ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

223 デジタルサイネージ ● ● ● ● ● ● ● ● 作業全般 ● ● ● ●

224 新規入場者教育動画 ● ● ● ● ● ● ● ● 作業全般 ● ● ●
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第５章 今後の課題 
本年度の事例収集の結果により、ＩＣＴ活用データベースのさらなる活用を促進する

ため、次のテーマについて検討を実施する。 

 

１．災害復旧工事等におけるＩＣＴ活用 
  自然災害発生に伴う災害復旧工事等での ICT を活用による二次災害の防止を踏まえ、

ICT 活用事例の収集等、さらなる情報収集等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ＶＲを活用した安全衛生教育のあり方 
   建設現場における新規入職者等に対する教育のひとつのツールとして、ＶＲを活

用した安全衛生教育のあり方など、検討を行う。 
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第Ⅱ部 労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース 

第１章 労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベースの内容 
 

１．データベース概要（コンセプト） 
  利用者等に本データベースについて、概念をよりわかりやすく次のとおり作成した。 
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２．データベース構成 
  ① 建設業労働災害防止協会ホームページ トップページ 

 

労働災害防止のための 

ＩＣＴ活用データベース 

トップページ 
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  ② 労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース トップページ 

    ICT 活用データベースのトップページとして、本データベースで公開する内容    

をまとめている。  
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  ③ ＩＣＴ活用事例 カテゴリー検索 

    主に、検索機能を「フリーワード検索」、「カテゴリーから探す」とした。 

    カテゴリー検索は、申請書を記入の際に必ず選択する「活用分類」「適用工事」

「抑止可能なリスク（災害の種類）」「対象とする主な対策」「ICT 関連」から、 

更にそれぞれ項目を分類して検索できるようにしたものである。 
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④ ＩＣＴ活用事例 カテゴリー検索結果 
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  ⑤ ＩＣＴ活用事例 掲載ページ 
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  ⑥ ＩＣＴ研究開発事例 

 

⑦ 研究開発が望まれる事例 

［製造者側に開発／改良を期待する技術］ 
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［利用したい技術］ 
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⑧ 利用方法等 
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⑨ 申請要領 
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３．データベース運用規程等 
 

労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース運用規程 
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利用に関連する保証及び責任について  

＜当サイトの利用に関連する保証及び責任について＞ 

 

当協会は、当サイトに最新の正確な情報を掲載するよう努力しますが、この情報

の正確性、安全性、適切性について、責任を負わず、保証するものではありませ

ん。 

当サイト及び当サイトからリンクされているサイトへのアクセス及び利用する方

は、自己の責任及び善良なる管理者の注意義務に基づき利用することに同意したと

みなします。 

当協会は、当サイト及び当サイトからリンクされているサイトの利用、アクセス

又はアクセス不能の結果生じる損害及び当サイトの情報の誤謬を信頼した結果生じ

る損害について責任を負いません。 

当サイトを活用して行う建設工事については、いうまでもなく、各事業者におい

て、法令遵守、安全第一をもって工事の施工を行ってください。 
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労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース申請要領 
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【様式１号】 

労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース【登録・変更】申請書 活用事例 
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【様式２号】 

労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース【登録・変更】申請書 研究開発事例 
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労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース申請要領 
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第２章 労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース申請審査 
「労働災害防止のための ICT 活用データベース」に関し、建設工事における労働災

害防止に繋がる ICT を現場で活用した事例及び研究開発した事例の申請に伴うデータ

ベース公開可否について、「労働災害防止のための ICT 活用データベース申請審査委員

会」を設置し、「労働災害防止のための ICT 活用データベース申請審査要領」のもと審

査等を行う。 

 

 

１．労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース申請審査委員会設置規程 
ICT 活用事例・研究開発事例の申請に伴うデータベース公開可否についての審査、そ

の他の業務を行うため、以下の「労働災害防止のための ICT 活用データベース申請審

査委員会」（以下、「審査委員会」という。）のとおり定めた。［設置規程 73～74 頁］ 

 

 

２．労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース申請審査要領 

ICT 活用事例・研究開発事例の申請にあたり、「労働災害防止のための ICT 活用デー

タベース申請審査委員会」で行う審査手順等を以下の「労働災害防止のための ICT 活

用データベース申請審査要領」のとおり定めた。［審査要領 75～76 頁］ 
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労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース申請審査委員会設置規程 
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労働災害防止のためのＩＣＴ活用データベース申請審査要領 
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第３章 データベースの運用上の今後の課題（試行実施の結果から） 

 

  

77
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参  考 

 

ＩＣＴを活用した労働災害防止対策のあり方に関する 

検討委員会作業部会（ＷＧ）検討結果中間報告より抜粋 

 

 

 

 

「労働災害防止等に有効なＩＣＴを活用した事例一覧」 
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労働災害防止等に有効なICTを活用した事例一覧

１.危険作業対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問合せ先

地山、岩石 崩壊、倒壊
天然ダムの緊急排
水作業

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

砂防工事

掘削用機械 墜落、転落

掘削用機械 転倒

地山、岩石 崩壊、倒壊

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 墜落、転落

掘削用機械 転倒

地山、岩石 崩壊、倒壊 道路建設工事

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

砂防工事

掘削用機械 墜落、転落 鉄道建設工事

掘削用機械 転倒
のり面の動態観測
作業

地すべりの動態観測作業

地山、岩石 飛来、落下 山岳トンネル工事

地山、岩石 崩壊、倒壊 重機相番工事

狭隘・暗所・騒音
工事

地山、岩石 飛来、落下 山岳トンネル

地山、岩石 崩壊、倒壊 地山評価

標準支保選定

要素実験およびシ
ステム実証段階で
あり、実用化の目
途は、これからであ
る。

ポータブルサイフォン

3

切羽を評価する主たる項目、①強度、②風化
変質、③割目間隔、④割目状態、⑤走向傾
斜、⑥湧水量、⑦劣化度合に関して、過去の
観察データに基づく深層学習データを構築し
た。現場で切羽観察記録を作成する場合、観
察者は切羽状況から上記項目の評価を選定
するが、深層学習データから推定される評価
を併せて明示することで、観察者の判断結果
をより正しい方向へと支援することが可能にな
る。

3 トンネル切羽作業

トンネル切羽において、火
薬の装填作業を行ってい
たところ、切羽天端部の
肌落ちがあり、装填した火
薬落下。すぐに同火薬を
回収するため職長及び被
災者が切羽に近づいたと
ころ、岩盤が大規模に崩
落し、被災者が落下してき
た岩の下敷きとなった。

自然斜面やのり面に複数台のセンサー
を設置して地盤変位を監視する。地盤
変位が観測された場合は、警報や退避
指示などの措置を講じる。

機械センシング

2 斜面掘削工事

斜面下方においてドラグ・
ショベルを使用してダンプ
に積み込む作業を行って
いたところ、その斜面の土
砂が突然崩れて、被災者
の乗っていたドラグ・ショ
ベルと土砂を積み込んで
いたダンプが崩れた土砂
により横倒し、ドラグ・ショ
ベルは土砂に埋まった。ド
ラグ・ショベルの運転手は
約３時間半後に救出され
たものの死亡していた。

マルチGNSS 地盤変位計
測システム

CIMモデルに基づく遠隔
制御マシンコントロール

坑内環境測定装置、油圧削岩機による
穿孔情報、切羽観察、重機ステレオカメ
ラ、人流把握用電波装置および動画画
像カメラ、および無線通信システムなど
により、掘削作業に係る情報（機械、作
業者、作業環境）をリアルタイムに取
得。
膨大な情報から、生産性・安全性に係
る、ガイダンス情報を導き出し、CIMに
落とし込み表示すると同時に、ガイダン
ス発報。

機械センシング

3

4

人工衛星からの電波を受信し、高精度に地盤
変位を計測する技術である。
米国のGPSや日本の準天頂衛星をはじめ、多
数の衛星から同時に受信できるので、従来技
術より計測精度が高い。かつ、計測頻度が高
い（5分に1回）ので、突発的な斜面崩壊の前
兆をとらえることが可能である。
無線LANとソーラーパネルを採用しているた
め、センサー間のケーブルが一切不要であ
り、設置が容易である。
設置・運用コストは従来の50%程度である。

トンネル掘削時のあらゆる取得情報を作業中
の作業員に見える化（タブレット端末、プロジェ
クションマッピングシステムにより表示）。

・取得情報（地山状態や地下水、可燃性ガス
などの自然的環境、機械・仮設により与えられ
る作業環境、作業者の体調、機械の稼働状態
や位置との関係など）を作業員同志がリアル
タイムで共有し、共通認識を持って作業を行う
ための手段に活用。

トンネル切羽作業

トンネル切羽において、火
薬の装填作業を行ってい
たところ、切羽天端部の
肌落ちがあり、装填した火
薬落下。すぐに同火薬を
回収するため職長及び被
災者が切羽に近づいたと
ころ、岩盤が大規模に崩
落し、被災者が落下してき
た岩の下敷きとなった。

AI技術を活用した高精度
の切羽評価システム

清水建設株式会社

リンク

中央制御室などの様に
施工管制室のイメージ
につなげてゆく

適切なしきい値を
設定できるよう、当
システムによる計
測データを蓄積して
ゆく。

株式会社大林組

リンク

深層学習にありが
ちな処理内容が不
明な点を解明する
事と、残り４項目を
試行しシステムとし
て構築する事。

株式会社大林組

リンク

詳細
情報

備考

河川管理者へ働き
かけて、全国各地
の防災拠点に装置
を配備していただ
き、緊急排水開始
までの時間を短縮
する。

株式会社大林組

リンク

災害直後、周辺道路が寸断されて、重
機や排水ポンプ車を天然ダムに搬入で
きないような緊急対応時に、人力で設
置して使用する。

無人化、省人化 吸い上げ揚程は最大7ｍ
である。

豪雨や地震による崩落土砂が河川を閉塞して
形成された天然ダムから緊急排水する技術で
ある。
人力のみで迅速かつ容易に設置することが可
能である。
サイフォンの原理によって排水するので燃料
が不要であり、連続排水が可能である。
運用時は装置の自動運転及び排水状況の遠
隔監視が可能である。

残留リスク

装置の調達に時間
を要した場合、緊急
対応に遅れが生
じ、浸水リスク、土
石流発生リスクが
高まる。

データ取得装置の
総合的な維持管理
が重要。
取得データのCIM
への落とし込みが
重要

・教師データの質に
よる切羽画像と岩
盤性状との不整合
・的中率は高いが、
100%では無いとい
う現実

    対象
従来の対策では本質安全化

　 の実現が難しい作業等

天然ダム上流の浸水被害を回避でき
る。
天然ダム決壊に伴う下流域への土石
流発生を回避できる。
重機に起因する災害リスクがない。
運用期間中の労働災害リスクがない。

想定される災害

1 災害復旧工事

右岸側の橋の上方の斜
面より落石があり、現場監
視のため、橋を通行止め
にして自動車を止め、右
岸側の同斜面の落石状
況を確認していたところ、
土砂崩壊によりアンカー
が外れ、橋桁が崩落し橋
の上にいた被災者 2名
が、河川に墜落した。

1

ICT

5

「AI技術を活用した高精度の切羽評価
システム」により地質状況を早く、高精
度に評価することを可能とし、支保工を
より適切に設置するなど必要な手当て
を行うことで工事の安全性、経済性を
向上させる。

機械センシング

センサーの上空に衛星と
の通信を阻害する樹木、
崖面、構造物等がある場
所では計測精度が低下す
る。

安全の一手段とし
て計測（モニタニン
グ）を行う、という考
えの広がりが望ま
れる。また、装置の
ハード的な部分や
危険判別のソフト
的な部分は性能の
向上のために研究
の継続が必要と考
えられる。

独立行政法人　労働者健
康安全機構 労働安全衛
生総合研究所
株式会社丸東製作所
株式会社東京電機

リンク

災害復旧工事工事中の斜面において土砂崩壊の危険を監
視する装置である。具体的には、簡易セン
サーの「表層ひずみ棒」（以下、MPSと言う）を
斜面に設置し、地中内で微増するせん断ひず
みを計測する。これは、土の変形が「止まって
いる」のか、それとも「継続している」のかを視
覚的に示す物であり、せん断ひずみの増加が
一定速度以上になると一次警報(D1)を発し、
さらに加速度的な増加を検出すると二次警報
(D2)を発する。さらに検出した危険は警報器
から無線で受信機へと伝達される。この受信
器には室内設置型と重機等の運転席に置く
カップホルダー型の2種類がある。

突発的な斜面崩壊の前兆をとらえるこ
とにより、斜面下方の作業員、第三者
の災害を未然に防止できる。
ケーブル敷設が不要なので、斜面上で
の危険な作業がきわめて少なく、設置
時の労働災害発生リスクを大幅に低減
できる。
従来と同一のコストでより多くのセン
サーを設置できるので、より広範囲に
おいて斜面災害を防止できる。

支援的保護効果の増大により残留リス
クの大幅な低減に役立てる。
・ヒューマンエラーの回避
・想像予測可能な範囲の増大
・リスク回避行動のレベル統一化、未熟
者のOJT現場教育と技能レベル向上の
促進
・品質エラー、安全エラーの防止を人的
行動の中らから抽出できることから、早
期に作業手順の改善が可能

・データに頼りすぎること
が重要な欠陥・欠落につ
ながる場合がある。
・ガイダンスの閾値設定に
は、高度なAI学習が必
要。
・データ取得装置、センシ
ング情報の大きさにより、
ガイダンスの適正が左右
されるため、導入初期段
階では、経験者、有識者、
上級監理者のモデルガイ
ダンスが必要となる。

現在は試行版の位置付け
で、②風化変質、③割目
間隔、④割目状態のみ深
層 学 習 デ ー タ を 用 意 済
み。また、それぞれの教
師 デ ー タ と の 的 中 率 は
87%、69%、89%であり、そ
の範囲を理解して利用す
べきである。

目視による安全確認の限界があり、逃
げ遅れによる人的被害を軽減するた
め。
細分化した評価時間を短縮し、切り羽
の肌落ち等を未然に予知する。
少子高齢化に伴う熟練技能者の不足
を補うために役立つ。さらに地山性状
に合致した標準支保工の選定に繋がる
とともに、局所的な地山評価結果を出
力できるので肌落ちや崩落の危険性を
即時判断可能である。

突発的な斜面崩壊
については、経時
的な変位計測事例
が少ないため、警
報や退避指示を発
するためのしきい
値を安全側に設定
せざるを得ない（警
報が空振りになる
ことがある）。

2 斜面掘削工事

掘削開始前の斜面にあらかじめMPSを
貫入設置して使用する。MPS専用の警
報器とともに使用すればケーブルを接
続するだけで電源が自動投入され、
データの収録とその解析を開始する。
解析結果にD1が検出されると黄色ラン
プが点灯し、さらにD2を検出すると赤ラ
ンプとブザーが作動する。MPSとその
警報器の構成を「土砂崩壊の簡易危険
検出システム」と呼ぶが、MPS単体をセ
ンサーとして使用することも可能であ
る。その場合は汎用装置等でデータ収
録して使用する。

目視では判別が難しい崩壊前の僅か
な地山の動きを検出する。具体的に
は、土のせん断ひずみのクリープ的な
増加を検出すると警報を発する。崩壊
までの時間的猶予内(タイムラグ)に作
業者を避難させて人的被害を軽減す
る。

本計測システムはあくまで
も人間による監視を支援
するものとして利用するこ
とが重要。

崩壊の危険を１０
０％事前検出する
とは難しいと思われ
る。過信は禁物で
あり技術的な限界
を正しく理解して利
用することが重要。

斜面下方においてドラグ・
ショベルを使用してダンプ
に積み込む作業を行って
いたところ、その斜面の土
砂が突然崩れて、被災者
の乗っていたドラグ・ショ
ベルと土砂を積み込んで
いたダンプが崩れた土砂
により横倒し、ドラグ・ショ
ベルは土砂に埋まった。ド
ラグ・ショベルの運転手は
約２時間半後に救出され
たものの死亡していた。

2

土砂崩壊の簡易危険検
出システム

機械センシング
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１.危険作業対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問合せ先

    対象
従来の対策では本質安全化

　 の実現が難しい作業等

想定される災害 ICT
詳細
情報

備考

残留リスク

地山、岩石 飛来、落下 山岳トンネル

地山、岩石 崩壊、倒壊 維持管理データベース

切羽前方予測描画

地山、岩石 飛来、落下 山岳トンネル

地山、岩石 崩壊、倒壊 掘削工

建築物、構
築物

飛来、落下 解体工事

建築物、構
築物

崩壊、倒壊 柱、大梁切断作業

有害物
有害物等と
の接触

高所作業車 墜落、転落

足場 墜落、転落

高所作業車 墜落、転落

ゴンドラ 墜落、転落

足場 墜落、転落

インバート変位計

「予測型山岳トンネルCIM」により、切羽
前方地質のさらなる見える化による施
工の効率化、安全性の向上

機械センシング

計測結果に基づいて工事中に対策が
可能となり、供用後の路盤隆起による
通行止めなどを未然に防止できる。

CIM に 取 り込 む要
求項目を整理し、
3Dビッグデータを如
何に効率良く作成
し プ レ ゼ ン で き る
か。

隆起現象が緩やか
な場合は長期計測
が必要になる。収
束を十分に確認し
ないと対策を誤り、
将来供用後に変状
の発生するリスク
がある。

油圧ショベル操作
に不慣れな際、
アームを躯体に当
てるなどにより、
「クールカット」に損
傷を与える。

ロボット本体が墜
落、転落する恐れ
がある。

6

株式会社大林組

リンク

トンネルナビ情報とボーリング孔内観察に基
づくキーブロックの予測情報をCIMシステムに
取り込むことで、切羽前方地質のさらなる見え
る化による施工の効率化、安全性の向上を図
る。

「インバート変位計」は路盤下に埋設した水圧
計を、水で満たしたビニール管で地上の基準
水槽と連結し、路盤の隆起量を水頭差で自動
計測するため、通行車両の影響を受けずに隆
起を常時監視できる。また、隆起量に応じて
LED光を変化させる警報システムにより、隆起
レベルを可視化することもできる。水頭差で隆
起量を計測することと、フレキシブルな構造で
地山のわずかな変形にも追従することから、
0.1mmの高精度で計測でき、長期間の緩やか
な隆起の計測も可能。また、地中内部にはあ
らかじめ保護管のみを設置し、埋め戻し後に
計器を挿入するため、短時間に設置でき、か
つ繰り返しの転用が可能。

3 トンネル切羽作業

トンネル切羽において、火
薬の装填作業を行ってい
たところ、切羽天端部の
肌落ちがあり、装填した火
薬落下。すぐに同火薬を
回収するため職長及び被
災者が切羽に近づいたと
ころ、岩盤が大規模に崩
落し、被災者が落下してき
た岩の下敷きとなった。

トンネル切羽作業

トンネル切羽において、火
薬の装填作業を行ってい
たところ、切羽天端部の
肌落ちがあり、装填した火
薬落下。すぐに同火薬を
回収するため職長及び被
災者が切羽に近づいたと
ころ、岩盤が大規模に崩
落し、被災者が落下してき
た岩の下敷きとなった。

切羽前方地質の見える化を図るため
に、発注者・受注者・作業者の意識や
考えの共有化を通して、工期遵守、コス
ト最適化、安心・安全性の向上に寄与
できる。

予測型山岳トンネルCIM

清水建設株式会社柱や大梁の切断システム
「クールカット」
或いは、SRC/RC造解体
工法「クールカット工法」

トンネルナビ情報の導入
と描画は現場で実施でき
るように工夫を施している
が、キーブロック解析は別
ソフトでの作業となり、現
在現場での一連の作業を
するには若干難がある。

5 橋梁点検作業

橋梁の補修塗装工事にお
いて、橋梁の点検台上で
吊り足場の吊りチェーンを
橋桁に取付ける作業中、
足を踏み外し９ｍ下の市
道に墜落した。

4 解体工事

4階建て事務所ビルの解
体工事時に4階フロアから
3階に落とした鉄骨梁の付
いたデッキプレートが横に
立った状態になり、引き倒
そうとドラグ・ショベルにワ
イヤを掛けて引いたが倒
れず、様子を見に行った
作業者 2名がその後倒れ
てきたデッキプレートの下
敷きになった。1名死亡。1
名重傷。

騒音・粉じん・振動の発生を削減する。
SRC解体における工期の短縮や部材
の外部倒壊やガラなど周辺飛散による
障害を防止する。

鉄骨鉄筋コンクリート(SRC)造及び鉄筋コンク
リート(RC)造の解体向けに開発した工法で、
建物の部位を適度な大きさのブロックに切断
解体していくことが大きな特徴です。核となる
解体装置は柱・梁を切断するアタッチメントの
「クールカット」で、油圧ショベルのアーム先端
で稼働します。
切断作業においては、まず専用の部材サポー
ト治具で切断部位を保持。次にオペレーター
が油圧ショベルを操作して「クールカット」のワ
イヤーソーを切断部位に押し付け、その後、
操縦室内のタッチパネル操作により、切断。最
後に切断部位をクレーンで吊り、切断部位を
撤去する。騒音、振動、粉じんなどによる周辺
環境への負荷を最小限にとどめる。

3

計測結果から将来
の長期にわたる残
留変位を予測して
いるが、予測精度
を向上させることが
必要となる。

株式会社大林組

リンク

リンク8

7

清水建設株式会社

リンク

外壁診断ロボット「ウォー
ルドクター」

ビル外壁タイルの全面打診検査を自動
化する作業ロボット「ウォールドクター」
により、屋上からワイヤで吊り下げ、診
断用ハンマーを擦過させることで、タイ
ルの浮きや下地ひび割れ等の損傷に
伴う異音を検知する。

無人化、省人化

移動用のベースマシンである油圧ショ
ベル・アーム先端に切断システム「クー
ルカット」を取り付ける。
切断する部材の所定位置に移動し、油
圧ショベルのアームを操作して、「クー
ルカット」を切断対象部材にセットする。
その後、「クールカット」に装備する、押
切りワイヤーソー機構を用いて、遠隔
操作と制御により、切断対象部材を切
断する。

機械センシング ・階高や対象部材の大き
さなど、「クールカット」の
適用範囲などを考慮し
た、工程における確実な
切断計画、作業手順を構
築する。
・「クールカット」からの、切
断作動における各種セン
シング情報を確認して操
作する。

リンク

6 外壁点検作業

外壁の点検のため、6階
屋上から仮設デッキ型ゴ
ンドラの搬器に乗り移りラ
イフラインに安全帯を掛け
ようとしたところ、突然ゴン
ドラの吊りワイヤー 2本の
内の 1本の吊りワイヤー
が吊り元が外れゴンドラ
の搬器が傾き、墜落した。

ゴンドラによる検査には限界があり、墜
落、転落の危険性がある。ロボット化す
ることにより、作業員の墜落、転落する
危険性を無くす。

・事前に、十分に油
圧ショベル操作を
行い、操作に習熟
させる。
・より操作が簡易化
する、システム構造
の改良を検討す
る。

トンネル路盤下に「インバート変位計」
を埋設することで通行車両の影響を受
けず、なおかつ高精度に鉛直方向の変
位を計測できる。

機械センシング 大変形が確認された場合
は、すみやかにインバート
変位計を設置すべきであ
る。

建築基準法で義務づけられているビル外壁タ
イルの全面打診検査を自動化する作業ロボッ
ト「ウォールドクター」により、屋上からワイヤ
で吊り下げ、診断用ハンマーを擦過させること
で、タイルの浮きや下地ひび割れ等の損傷に
伴う異音を検知する。人手による打診検査に
比べ、作業効率は約６倍になる。

トンネルナビやキー
ブロック解析等によ
る予測情報に基づ
いて修正地質モデ
ルを簡便に作成す
る技術の確立。

9
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１.危険作業対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問合せ先

    対象
従来の対策では本質安全化

　 の実現が難しい作業等

想定される災害 ICT
詳細
情報

備考

残留リスク

水 おぼれ その他の土木工事

起因物なし
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され 重機相番工事

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

トンネル工事

掘削用機械 激突され
狭隘・暗所・騒音
工事

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され 土木工事全般

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

建築工事全般

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され 土木工事全般

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

建築工事全般

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され 土木工事全般

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

14

インテリジェントマシンコン
トロール油圧ショベル

機械センシング 本技術は機体制御とICTの技術を活用したセ
ミオート制御機能搭載油圧ショベルで、従来
はオペレータが丁張りを目視で確認し作業機
を手動操作する運転であった。
本技術の活用により、設計面を気にせず設計
通りの施工ができるため、丁張、補助員の削
減、省力化が期待できる。

二次災害防止「5G を活用した建設機械
による遠隔施工」（実証試
験を実施）

セミオートモードで掘削作業を行うこと
で、掘り過ぎを制御し設計図面通りの
施工が可能となり、丁張作業等が削減
される。

コマツ

リンク

機械を水中へ投入
する際、１６０ｋｇの
機体を４名ほどで
持ち上げることがあ
り、腰を痛める・足
を挟む・水中へ転
落するなどのリスク
がある

7 水中点検作業

ダム湖の法面対策工事に
おいて、水位を下げるた
めダムの水門を開けよう
としたが、水門が動かな
かった。原因確認のため
潜水調査を行っていたと
ころ、約 20ｃｍ水門が開
いており、足が吸い込ま
れ身動きができなくなり溺
れた。
深い場所での点検時に潜
水病になる

アクアジャスター®を搭載
した水中インフラ点検ロ
ボット「ディアグTM」

中央制御室などの様に
施工管制室のイメージ
につなげてゆく

災害復旧工事超長距離通信での
遠隔操作

現時点では未整備の次世
代通信網

「歩行者検知警戒システムブラクステール
MR90」を建機に設置し、現場内で歩行者・作
業者の接近を検知。運転席内のモニターにア
ラート（警告）が表示・警告灯が作動し、危険
を運転者へお知らせするとともに作動を制御
することで、作業員と重機・産業車両との接触
事故防止する。

現行の建設機械遠隔操作システムに、次世
代高速通信である5G を導入することで、より
精細な画像を伝送することにより、遠隔操作
の精度を高め、安全性と高品質な施工の実現
を目指す。

災害復旧工事

株式会社大林組

リンク

8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

アクアジャスター®を搭載した水中イン
フラ点検ロボット「ディアグTM」により、
水中ロボットを遠隔操作で点検作業を
行う。

無人化、省人化 水中へロボットを投入する
際及び回収する際の転
落、溺れに注意する。
操作するオペレータの姿
勢が一定のため、腰を痛
める恐れがある。
寒さ対策や一定時間の操
作後の休憩は必須である

リンク

汎用遠隔操縦装置「サロ
ゲート」

株式会社大林組
大裕株式会社

建機との接触災害を防止する。
（大型の場合は、重篤死亡災害への直
結を防止する）

制動が掛かることを運転者、歩行作業
者が相互に認識すると、重機周辺に接
近する方向を意識する傾向がみられ
た。

複合的なセンシン
グ技術との融合シ
ステム
警報制動発報時の
履歴管理とフィード
バックシステムにつ
いての高度化
作動状況の見える
化（CIM管理）

清水建設株式会社

リンク

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

12

サロゲートは一般的な建設機械を改造するこ
となく容易に着脱することができ、無人化施工
可能にする、低コストで汎用性の高い遠隔操
縦装置です。本装置を装着したままで遠隔操
縦と搭乗操縦を切り替えられるので、作業環
境に応じて使い分け、災害復旧の現場などで
の作業を迅速かつ柔軟に進めることが可能に
なります。

歩行者検知警戒システム
ブラクステールMR90

「歩行者検知警戒システムブラクステー
ルMR90」を建機に設置。
設定した歩行者感知エリアの定義に従
い、油圧ポンプへの制動をかける。
大型重機の場合は、慣性力も大きいた
め、遠方エリアの場合はStep1：アイドリ
ング状態に油圧を下げる。近傍エリア
では、Step２：油圧遮断をおこなう。シス
テムを油圧制動に繋ぎ込む。

機械センシング 歩行者を認識するシステ
ムが誤作動する場合があ
る。複雑な現場環境にお
いてあらゆることが、完全
であることはないので、別
装置と複合的に設定する
必要がある。

あくまでも、支援的保護シ
ステムである。

株式会社大林組
KDDI株式会社
日本電気株式会社

リンク

現時点で、装着可能な機
種は限られる

災害現場以外での
適用
装着可能機種の拡
張

災害復旧工事における二次災害防止

システム誤作動
歩行者の陰影認識
に差がある。
逆光や照明の濃淡
などの周辺環境に
も依存する

大容量・高速通信
がウリの5Gである
が、周波数帯が高
いゆえ無線電波の
回り込みが期待し
ずらく、障害物の干

渉を受け易い

無線通信断絶や装
置故障による、暴
走や操縦不能にな
る恐れ

8 車両系建設機械作業

バックホウなどの建設機械を無人で運
転する汎用遠隔操縦装置「サロゲート」
により無人化施工を行う。

無人化、省人化

8 車両系建設機械作業

現行の建設機械遠隔操作システムに、
高度な5G を導入することで、遠隔操作
の精度を高め、高品質な施工の実現を
目指す。（実証試験を実施）

無人化、省人化道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

13

作業員との接触防止
オペレータの負荷軽減
丁張作業等の削減
工期の短縮

丁張設置に変わる作業と
して、３次元設計データを
作成し車両に読込ませる
必要があります。また車
両が、ＧＮＳＳおよびＧＮＳ
Ｓ補正データを取得できる
現場である必要がありま
す。

作業員の接近 特になし

地上や船上からの遠隔操作が可能な水中点
検用の無人潜水機（ROV：Remotely Operated
Vehicle）。機体にはジャイロ効果を利用した姿
勢制御装置アクアジャスターを搭載しているこ
とで、水流による機体の揺れを抑え、ほぼ静
止した状態で対象物を撮影することができま
す。また、潜水士による点検で潜水深度約40
ｍが限界でしたが、ディアグは100ｍまでの潜
水が可能であり、水上からの電源供給により
長時間動き続けることができます。

10

11

レジャーボートでも
簡単に機械を降ろ
せるような投入装
置を検討中

潜水士による点検作業には作業時間
の制限や潜水深度に限界があり、潜水
病発症の危険を無くすため
深場での作業を行う場合はチャンバー
等の大型設備を用意する必要がなくな
るため、潜水士の労務が軽減される
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１.危険作業対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問合せ先

    対象
従来の対策では本質安全化

　 の実現が難しい作業等

想定される災害 ICT
詳細
情報

備考

残留リスク

整地・運搬・
積込用機械

激突され 土木工事全般

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

ＫｏｍＶｉｓｉｏｎ（機械周囲カ
メラシステム） 土木工事全般

機械センシング 補助員との接触防止 作業員の接近 特になし コマツ

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

後方モニタシステム

土木工事全般

機械センシング 補助員との接触防止 作業員の接近 特になし コマツ

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

ペイロードメータ

土木工事全般

機械センシング 過積載 特になし コマツ

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

ラジコン仕様

土木工事全般

機械センシング 特になし コマツ

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

16

17

18

19

積込機械では、運搬トラックへの積載重量、運
搬車両では積載重量を算出し、モニタやタブ
レットで管理できます。これにより運搬車両の
最大積載量に合わせた積載が可能となり、走
路を安全に走行することができます。

車両のモニタで積載量を管理します。 ダンプトラックの過積載による制動距離
の延長等を防ぎ、安全に公道を走行さ
せることができます。また道路へのダ
メージも低減します。

積込機械のオペレータ
が、最大積載重量を超え
ないように積込み作業を
行うこと。

建設機械に搭乗することなく、送信機（コント
ローラ）で遠隔操縦しながら、建設機械を稼動
させることができるため、災害復旧現場や、人
が立ち入れない場所での機械施工が可能に
なります。

建設機械を目視やカメラシステムで確
認しながら、オペレータが遠隔操作を行
う。

人間が立入れない危険な場所の機械
施工が可能になります。

通信可否の事前調査や、
映像支援装置の検討が
必要です。

リンク

8 車両系建設機械作業

8 車両系建設機械作業

8 車両系建設機械作業

8 車両系建設機械作業

8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

15

インテリジェントマシンコン
トロールブルドーザ

機械センシング 本技術は機体制御技術とICT技術を活用した
全自動ブレード制御機能搭載ブルドーザで、
従来はオペレータが丁張りを目視で確認しブ
レードを手動操作する運転であった。
本技術の活用により、施工面がモニターに表
示され設計面を気にせず設計通りの施工がで
きるため、丁張、補助員が削減され、省力化
が期待できる。

コマツ

機械側面と後方に設置した４台のカメラを用
いて、機械周囲を運転席内のモニターに表示
させることができため、車両周囲の安全確認
ができる。

液晶ディスプレイモニタに自動で表示さ
れます。カメラ映像ボタンで各カメラの
映像を選択することも可能。

目視、ミラーでの確認と合
わせて確実に安全を確認
する。

機械後方に設置したカメラで、機械後方を運
転席内のモニターに表示させることができた
め、車両後方の安全確認ができる。

液晶ディスプレイモニタに表示できま
す。

目視、ミラーでの確認と合
わせて確実に安全を確認
する。

オペレータがブルドーザの走行を操作
するのみで作業機が自動制御され設
計図面通りの施工が可能となり、丁張
作業等が削減される。

補助員との接触防止
オペレータの負荷軽減
丁張作業等の削減
工期短縮

丁張設置に変わる作業と
して、３次元設計データを
作成し車両に読込ませる
必要があります。また車
両が、ＧＮＳＳおよびＧＮＳ
Ｓ補正データを取得できる
現場である必要がありま
す。

作業員の接近 特になし

立ち入り禁止エリア
での不具合対処等

リンク

リンク

リンク

リンク
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１.危険作業対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問合せ先

    対象
従来の対策では本質安全化

　 の実現が難しい作業等

想定される災害 ICT
詳細
情報

備考

残留リスク

整地・運搬・
積込用機械

激突され

SMARTCONSTRUCTION
アプリ 土木工事全般

機械センシング 現場関係者間で施工状況を共有化で
きます。

作業員の接近 特になし コマツ

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

ＴＲＵＣＫＶＩＳＩＯＮ

土木工事全般

機械センシング 補助員との接触防止 作業員の接近 特になし コマツ

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

20

21

過積載を防止することで、運搬車両の安全、
走路の保全を図ることが可能。

車両系建設機械作業

モニタ上で車両後方の状態を常に把握 接触事故を抑止道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

24

リアビューカメラ 機械センシング 車両後方の作業員、障害物を映像で確認す
ることが可能。

キャタピラー

リンク

機械センシング道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

補助員との接触防止
丁張作業等の削減。
3D機材の着脱作業が容易なため、シス
テム着脱作業時の事故を抑止。
導入コストを抑えながら情報化施工の
安全性を確保可能。

2Dでも施工途中の検測作業を省略するが可
能で、検測作業による接触事故、施工面の移
動による転倒事故を防止することが可能。

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

運搬車両の走路逸脱・転倒・速度超過
を抑止。

22

23

3Dアップグレードソリュー
ション

CATペイロードテクノロジ

8

8

8 車両系建設機械作業

8 車両系建設機械作業

カメラの死角に注
意する。

手始めに導入が容易な2D仕様で現場
の効率化を実現し、必要に応じて本格
的な3D仕様へステップアップする。キャ
タピラーの｢Catグレードコントロール 3D
アップグレードリューション｣は、効率的
なi-Constructionへの準備を可能する。

建設現場を「見える化」することができるアプリ
で、ＰＣ、タブレットで施工進捗や建機の位置
が把握できる。

ＰＣまたはスマートフォン、タブレットでア
プリを閲覧する。

車両位置は、KOMTRAX
の位置情報を利用してい
ます。

現場関係者がアプリをインストールしたスマー
トフォンを携帯することで車両および人の位置
が共有でき、車両への作業員の接近を把握
することができる。

車両および人の位置を、パソコンやア
プリをインストールしたスマートフォンの
画面で確認する。

スマートフォンの測位情報
を利用したアプリとなりま
す。

8 車両系建設機械作業

車両系建設機械作業

「CATペイロードテクノロジ」により積載
状況をリアルタイムに把握することで、
積込作業が正確かつ高効率に行える
画期的なテクノロジです。

機械センシング 適宜キャリブレーションを
実施する。
目標積込量を正しく設定
する。

キャタピラー

リンク

キャタピラー

リンク

目標重量で自動停
止しないため、モニ
タの重量表示を
守って作業する。

情報化施工は全自動でな
く、施工支援システムであ
ることを理解して使用す
る。

リンク

リンク
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１.危険作業対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問合せ先

    対象
従来の対策では本質安全化

　 の実現が難しい作業等

想定される災害 ICT
詳細
情報

備考

残留リスク

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

タグを付けた作業員を車両の後方で感
知するとオペレータへ警告を発信し、作
業員の接近を知らせる。また、警告が
発生した時間と場所をVisionlinkを利用
して事務所で管理できる。

障害物接触防止

後進時に車両後方の障害物をオペ
レータに警告

障害物接触防止

機械センシング

車両後方の作業員を感知することで、接触事
故を防止。

指定した範囲外への車両、作業装置の動きを
制限することで、衝突、接触事故を防止。

標準の2D eフェンスは、各製品との連
携により、モニタで設定した境界を利用
して、油圧ショベルの動作を自動的に
停止します。

キャタピラー

リンク

8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

29

リモートコントロール 機械センシング オペレータが搭乗できない危険な場所で機械
を稼働させることが可能。

8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

28

Detect for Personnel
（日本未発売）

機械センシング

4つのカメラで車両真上からの画像表
示することにより車両全周の状況把握
をより強化する。

接触事故を抑止
視覚の見える化

車両の速度に注意
する。

キャタピラー

リンク

8

8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

27

Cat　OBJECT　DETECT 機械センシング 車両後方の作業員を感知することで、接触事
故を防止。

車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

26

Cat®グレード2D eフェンス 障害物接触防止

カメラより上方は死
角であることに注意
する。

キャタピラー

リンク8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

25

360°ビューシステム 機械センシング 車両周囲の作業員、障害物を映像で確認す
ることが可能。

危険な現場で遠隔操作により作業を行
う。

二次災害防止

100%動作は保証で
きない。
バックアップのシス
テムとして利用す
る。

キャタピラー

リンク

無線環境によって
は使用できない場
合がある。
実地の地形・車両
の動きを体で察知
することができな
い。

キャタピラー

リンク

車両は自動停止し
ない。
車両の速度に注意
する。
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１.危険作業対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問合せ先

    対象
従来の対策では本質安全化

　 の実現が難しい作業等

想定される災害 ICT
詳細
情報

備考

残留リスク

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

危険箇所で作業を行っていないかの管
理が可能となる。

作業場所、段取り改善による事故要因
の削減。

上記と同じ

オペレータがいつどの機械で作業を行った
か、事故を引き起こす可能性がある運転が
あったか、といった情報を共有することで、現
場の改善、人員シフトの改善が可能。

「VisionLink」から出力可能な稼働履歴
や故障コード履歴レポートでオペレータ
IDを表示可能。

労働管理
安全性の向上

8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

34

アソバンスプロダクティビ
ティ

機械センシング 危険な場所で作業を行っている情報を共有す
ることで、作業の段取りや現場の改善を図る
ことが可能。

8

8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

33

上記と同じ。 キャタピラー

リンク車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

32

測量、設計、施工、出来形を３次元で管
理することで現場に立ち入らず測量、
施工管理を可能とする。

足場が悪い現場立ち入りによる転倒事
故を防止。

測量・作図を専門
業者に委託する場
合でも、実際の現
場、設計と合ってい
るか、施工者が管
理する。

キャタピラー

リンク

３次元データによる施工
管理

機械センシング 検測、測量作業で人が現場に立ち入る必要
が無くなるため、転倒等の事故を防止。

オペレータID 機械センシング

キャタピラー

リンク8 車両系建設機械作業

VisionLink 「VisionLink」は、施工現場とオフィスを
クラウドで結び、現場で稼働する建機
や建材のリアルタイムな遠隔管理を実
現するクラウドソリューションです。

上記と同じ。

8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

30

Cat プロダクトリンク 機械センシング 事故を引き起こす可能性がある運転状況を共
有し、対策を立てることで、重大事故の未然に
防ぐことが可能。

機械センシング道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

上記と同じ。

「Cat プロダクトリンク」により故障を警
告する機械のモニタリングから、アイド
リング時の燃費、ペイロード（積込み・
運搬量）の記録をはじめとする生産性
のモニタリング、さらにはシートベルトの
未装着、過積載といったオペレーティン
グに関する安全性のモニタリングまで
「現場の見える化」を進化させる。

車両の不具合の兆候を早期に入手す
ることで事故を抑止する。
事故や故障を引き起こす可能性がある
危険な運転の兆候をオペレータトレー
ニングに活用できる。

キャタピラー

リンク

データと実際の現
場の状況の両方を
併せて考慮して管
理する。
送信機の不具合、
携帯電話、衛星電
話の通信環境に
よってはデータを送
信できない場合が
ある。

キャタピラー

リンク

データと実際の現
場の状況の両方を
併せて考慮して管
理する。
送信機の不具合、
携帯電話、衛星電
話の通信環境に
よってはデータを送
信できない場合が
ある。

31
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１.危険作業対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問合せ先

    対象
従来の対策では本質安全化

　 の実現が難しい作業等

想定される災害 ICT
詳細
情報

備考

残留リスク

整地・運搬・
積込用機械

激突され

整地・運搬・
積込用機械

はさまれ、巻
き込まれ

掘削用機械 激突され

掘削用機械
はさまれ、巻
き込まれ

基礎工事用
機械

転倒

基礎工事用
機械

はさまれ、巻
き込まれ

地山、岩石 崩壊、倒壊 道路建設工事

鉄道建設工事

河川土木工事

土地整理土木工事

ガス溶接装
置

火災

現場上向きロボット溶接
工法 鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事

アーク溶接
装置

感電

足場 墜落、転落

疲労した状態での作業を避ける作業時
間、休息時間、交代を構築可能。

現状分析には専門
知識が必要。

キャタピラー

リンク8 車両系建設機械作業

道路改良工事現場で、ド
ラグ・ショベル及び人力に
よる砕石の敷均し作業
中、ドラグ・ショベルを後進
させたところ、ドラグ・ショ
ベルの後方で作業をして
いた被災者を轢いた。

35

疲労管理-Fatigue Risk
Assessment
（日本未発売）

機械センシング オペレータの疲労状況を把握することで、より
安全な人員シフトへの改善を図ることが可能。

スマートバンド及びドライバーセーフティ
システム等を使用し、オペレータの疲労
を調査・分析し、事故が起こらない体制
を構築

これまでは主観的であった「設置面は
堅固か？」の確認を、この地盤調査に
よって定量的に把握することができる。
したがって、地盤が軟弱で転倒の危険
はないか客観的に確認できる。

基礎と載荷板のスケール
差による評価上の適応限
界を理解し、総合的に地
耐力を評価することが必
要。

地盤調査はピンポ
イントで行われるた
めその間の地耐力
は不明となる。軟弱
な部分が見落とさ
れる可能性もある
ため、敷鉄板を敷
設して地耐力を平
均化する必要があ
る。

BCT装置による安
全確認が多くの現
場で行われることを
期待する。さらに、
例えば、BCT装置
が建設機械に標準
搭載されるようにな
れば調査の実施は
より容易となる。地
耐力は現場で試験
して確認する、とい
う考えの広がりが
望まれる。

独立行政法人　労働者健
康安全機構
労働安全衛生総合研究
所
株式会社東洋スタビ

リンク9 軟弱地盤工事

建築物の解体工事におい
て古い杭基礎を撤去する
工事をくい抜き機を用いて
行っていたところ、このくい
抜き機が転倒したもので
ある。この転倒はくい抜機
が現場内を自走して作業
位置を変えようとした時に
発生した。原因はくい抜き
作業(掘削)に伴って地盤
が軟弱となり、その部分を
走行したために転倒した
ものである。くい抜機は大
型の建設機械であったた
め被害は現場内にとどま
らず隣接する周辺地域に
及んだ。

36

現場地耐力試験 機械センシング 「現場地耐力試験](以下、BCTと言う)は工事
現場の地耐力を簡易かつ迅速に調査するた
めの方法であり、その装置を提供する。具体
的には、ドラグ・ショベル等の自重を反力とし
て、地表面に載荷板を介して圧力を載荷する
試験である。本試験の結果から極限支持力等
が求められ、地盤が移動式クレーンや建設機
械の重さを支持できるか確認する。BCTは従
来の平板載荷試験に比べて1/10以下の短時
間で実施でき、その方法自体も簡易なものに
改めた。本試験は(公社)地盤工学会「地盤調
査の方法と解説」に記載され、NETISにも登録
（KT-160051-A）されている。

移動式クレーンの設置箇所や建設機械
の移動経路にBCT装置をセットして地
盤調査する。具体的には、ドラグ・ショ
ベルの下部走行体の中央付近にBCT
装置を設置し、次いで、ジャッキを伸張
させて載荷の準備をする。さらに、機体
の前後に変位計を取り付ける。そして、
コントロールパネルでジャッキの伸張速
度を5mm/分にセットし、載荷を開始す
る。伸張量が最大値(30mm以上)に達
すると試験は終了である。従って、BCT
装置のセットが完了すると、その後の試
験は半自動で実施される。

9 軟弱地盤工事

計測データを基に指針等に準拠した安
定管理図に自動でプロットし、すべり崩
壊に対する安定度を自動で評価する。
必要に応じて計測頻度を高めることも
可能である。

無人化、省人化 盛土天端やのり尻に配置
する全ての視準点が視通
できる位置にトータルス
テーションを設置する。

砂防ダムの前堤付近で型
枠の脱枠作業等を６名で
行っていたところ、前堤設
置箇所の左岸法面上方
の地山（高さおよび幅が、
約３０ｍ）が突然地滑りを
起こし、作業員４名が土砂
に流された。４名のうち１
人は無傷であったが、２人
が負傷、もう１人が土砂に
生き埋めとなり同日午後
に発見された。

警報メールによってすべり崩壊を未然
に防止できる。
低コストであるので、従来と同一のコス
トでより多くの視準点を設置できるの
で、より広範囲の災害を防止できる。

無人動態観測システム 軟弱地盤上に盛土を載荷すると、基礎地盤を
含めたすべり崩壊を発生させる恐れがある。
当システムでは自動視準型トータルステーショ
ンをプログラムで制御し、盛土天端の沈下量
やのり尻の水平変位等を自動計測する。
動態観測を無人化できるので、測量コストを
従来より約3割削減できる。
計測値がすべり崩壊の危険性が高い領域に
達した場合は、施工者に警報メールを自動発
信し、押さえ盛土等の初動対応を促す。

11 その他危険作業

10 現場溶接

「現場上向きロボット溶接工法」により、
ロボットで上向き溶接、現場溶接型の
構造上の弱点であるスカラップをなくし
て耐震性を高め、さらに、施工省力化を
実現する。

無人化、省人化交流アーク溶接機を用い
て船体ブロックの溶接作
業を行っていたところ、電
撃防止装置の主接点が
開閉不能となったため、感
電した。

省人化、省力化
技能者不足

「現場上向きロボット溶接工法」により、ロボッ
トで上向き溶接、現場溶接型の構造上の弱点
であるスカラップをなくして耐震性を高め、さら
に、施工省力化を実現する。

特になし

車両系建設機械作業

株式会社大林組

リンク

リンク

ロボット本体が墜落
する恐れがある。

ユーザーの意見を
反映させて更なる
改善・改良を行って
ゆく。

株式会社大林組

リンク

38

37
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２.有害業務対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問い合わせ先

高温・低温
環境

高温・低温
の物との接
触

株式会社大林組

高温・低温
環境

高温・低温
の物との接
触

有害物
有害物等と
の接触

有害物
有害物等と
の接触

有害物
有害物等と
の接触

残留リスク

リンク
https://ehacss.como

do-cloud.net/

暑熱環境による危険度を見える化する
ことにより熱中症の予防を行う。

作業環境のモニタ
リングは可能だが、
体調はモニタリング
できない。

腕時計型のバイタ
ルセンサーを用い
た体調のモニタリン
グ。

清水建設株式会社

リンク

石綿飛散防止
石綿ばく露を防止

焼却設備本体付近
の
アスベストには対応
できない。

遠隔操作による機
械式多面除去シス
テムの検討(予定な
し)

データ管理用クラウドサー
バーとの通信機器として、
作業員のスマートフォンを
利用する事を想定してい
るため、その点に抵抗感
が出る可能性がある。

施工技術力の高い専門業
者に委託する。

リンク

ICT

備考
    対象

従来の対策では本質安全化
　 の実現が難しい作業等

想定される疾病

危険を判断するし
きい値の適正化な
どシステムの高度
化

リンク

作業員がウェアラブルセンサを着用。
スマートフォンを介してバイタルデータ
をクラウドに送信。クラウド上で暑さ指
数ウォッチャーにて測定したWBGTとバ
イタルデータをリアルタイムで解析し、
ビジュアル化。異常があった場合、関係
者にアラートメールをだすことで作業員
本人に対し早期に適切な指示を行いま
す。

暑熱環境による危険度を見える化する
ことにより熱中症の予防を行う。

バイタルデータの
送信にスマートフォ
ンを利用しており、
地下など電波状況
が悪いところではリ
アルタイムにデータ
送信できない可能
性がある。

作業員向け安全管理シス
テム「EnvitalⓇ」

人・行動センシング

12 熱中症

被災者は、既存ビルの内
部土間等工事施工に雑工
として入場した。午後３時
30分頃作業が終了し、共
同作業者の運転する車に
て店社事務所に戻ろうとし
たところ、交差点での信号
待ちの間に自ら降車し、
午後４時頃に路上に倒れ
ているところを発見され
た。救急搬送されたが、同
日死亡した。

39

詳細
情報

作業員向け安全管理システム「EnvitalⓇ」に
より作業員の健康状態と作業場所の環境状
況を⼀元管理し、作業員の安全管理を行う。
心拍数（バイタルデータ）をウェアラブルセンサ
hitoe®で取得し、人体に影響を与える湿度、
気温などの環境データを暑さ指数ウォッ
チャー®で計測します。バイタルデータと環境
データをクラウド上で共有することで一人ひと
りの体調を管理し、安全な労働環境を確保し
ます。

Envitalは医療機器ではな
く、いかなる病気の診察や
治療、回復、予防も目的と
していません。

13 アスベスト（石綿）

建築工事現場において、
石綿建材が用いられた建
物や付属施設等の補修
及び解体作業中に石綿を
吸い、中皮腫により死亡し
た。

41

煙突ライニング材除去装
置「カポトール」

人・行動センシング 作業員がスマートフォンとセンサー端末
を保持することにより建設現場の熱中
症危険度を現場事務所、または本社安
全管理部門等で監視。熱中症危険度
の高い場所にいる作業員に、管理者か
ら休憩を促すメッセージ等を送信するこ
とにより熱中症を予防する。

機械センシング 煙突内に作業員が入らず、煙突ライニ
ング材除去装置「カポトール」を遠隔操
作により、煙突内部のアスベストライニ
ング材を切削・除去する。

清水建設株式会社

12 熱中症

被災者は、既存ビルの内
部土間等工事施工に雑工
として入場した。午後３時
30分頃作業が終了し、共
同作業者の運転する車に
て店社事務所に戻ろうとし
たところ、交差点での信号
待ちの間に自ら降車し、
午後５時頃に路上に倒れ
ているところを発見され
た。救急搬送されたが、同
日死亡した。

40

「熱中症対策サポーター」

清水建設株式会社

作業員がスマートフォンとセンサー端末を保
持することにより建設現場の熱中症危険度を
現場事務所等で監視。熱中症危険度の高い
場所にいる作業員に、自動配信若しくは管理
者から休憩を促すメッセージ等を送信すること
により熱中症を予防する。

煙突内に作業員が入らず、煙突ライニング材
除去装置「カポトール」を遠隔操作により、本
体下部に設置されたカッティングヘッドを高速
回転させながら、装置本体をモーターホイスト
により下降させ、煙突内部のアスベストライニ
ング材を切削・除去する。

大気中のアスベスト等の粉じん濃度を簡単・
迅速に測定できる携行型計測器「ファイバー
サーベイメーター　FS-1」により、空気中に含
まれるアスベスト等の粉じんを、レーザー光に
よる光散乱技術を使って測定。簡単な操作を
行うだけで、1分で測定を完了でき、類似タイ
プの計測器としては最小・最軽量で現場での
操作性も高い。

通常のアスベスト関連作
業で使用可能。
適宜保護具着用。
繊維状粉じんを検知する
ため、アスベストに特化し
たものではない。

石綿ばく露を防止
簡易・迅速に計測する手法の確立

粉じん発生後の数
値(結果)しか検知
出来ない

漏洩予測が出来る
かどうかの検討(予
定なし)

リンク

13 アスベスト（石綿）

14 酸欠・硫化水素

トンネル切羽において、火
薬の装填作業を行ってい
たところ、切羽天端部の
肌落ちがあり、装填した火
薬落下。すぐに同火薬を
回収するため職長及び被
災者が切羽に近づいたと
ころ、岩盤が大規模に崩
落し、被災者が落下してき
た岩の下敷きとなった。

機械センシング 「ファイバーサーベイメーター　FS-1」に
より、工事中の隔離シート内外のアス
ベスト等の粉じん濃度を簡易・迅速に
計測。

建築工事現場において、
石綿建材が用いられた建
物や付属施設等の補修
及び解体作業中に石綿を
吸い、中皮腫により死亡し
た。

42

「ファイバーサーベイメー
ター　FS-1」
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２.有害業務対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問い合わせ先

残留リスクICT

備考
    対象

従来の対策では本質安全化
　 の実現が難しい作業等

想定される疾病
詳細
情報

有害物
有害物等と
の接触

有害物
有害物等と
の接触

有害物
有害物等と
の接触

有害物
有害物等と
の接触

有害物
有害物等と
の接触

特許取得技術

特許取得技術
発破規模によりBOXの適
正数量の算出が必要

施工条によってシステム
の規模・費用が異なる

感度や風量等を個
別に調整できるシ
ステムではなく、よ
り脱臭効果を高め
るには運転時間を
長くする。

15 粉じん

機械センシング 局所排気するシステム「スメルケア」に
より、臭気や室内化学物質濃度を半導
体センサでモニタニングし、局所排気す
る。

局所排気するシステム「スメルケア」により、臭
気や室内化学物質濃度を半導体センサでモ
ニタニング、臭いの発生を「瞬時」に関知し、
「局所的に」「必要な風量で」排気する。

16 化学物質

工場に新設した廃液処理
設備の工事に際し、長さ
723ｃｍ、幅 214ｃｍ、深さ
145ｃｍの排水貯水槽の
内壁の防水塗装作業中、
有機溶剤に暴露した。

43

「スメルケア」 清水建設株式会社

リンク

脱臭と省エネ効果の高いシステムを低
コストで実現

臭気を不快と感じ
るか否かには個人
差がある。

機械センシング 「発破低周波音抑制技術（BWE）」によ
りトンネル工事の発破に伴う低周波音
を低減する。

騒音の減少
周辺環境への影響軽減
低コスト

全ての低周波域を
除去できるわけで
はない。

左記リスクは技術
的に解消できるも
のではないため、
個別に近隣対応が
必要となる。

リンク

19 騒音作業 45

「音源追跡型騒音低減シ
ステム」

清水建設株式会社

17 振動 44

「発破低周波音抑制技術
（BWE）」

清水建設株式会社

「発破低周波音抑制技術（BWE）」は吸音効果
のあるボックスをトンネル坑内に所定数設置
するだけで、発破低周波音を大幅に低減でき
る。

「音源追跡型騒音低減システム」を設置し、ダ
ンプトラックが家屋前を通過する時に、タイミン
グ良く低音域騒音を打ち消す逆位相音を発し
ます。逆位相音は、低音域騒音が描く波紋
（正位相音）と正反対の波紋を描く音（逆位相
音）のことで、双方が重なると互いに打ち消し
合って減衰します。

18 高気圧

海底の波浪計の撤去作
業において、被災者を含
む潜水士 2名が水深 52
ｍの海底で、作業船を係
留するためにロープを波
浪計の架台に結び付ける
作業をし、船上に上がった
ところ被災者は背中の痛
みを訴え発症し、入院先
の病院で減圧症により死
亡した。

リンク

機械センシング 「音源追跡型騒音低減システム」によ
り、ダンプトラックが発生させる騒音を
逆位相音により打ち消す。

騒音の減少
周辺環境への配慮

ダンプトラック以外
の音源に対する調
整が必要となる場
合がある。

システム上の対応
の予定はなく、個別
対応となる。

リンク
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２.有害業務対策

開発企業等

起因物 事故の型 事例等
登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問い合わせ先

残留リスクICT

備考
    対象

従来の対策では本質安全化
　 の実現が難しい作業等

想定される疾病
詳細
情報

有害物
有害物等と
の接触

現状ではiPadのみのアプ
リケーションソフト
特許取得技術
実施許諾をすれば利用可
能

「ＶＲ騒音シミュレーションシステム」は、ｉＰａｄ
（アイパッド）のようなタブレット端末上で稼働
する.いつでもどこでも手軽に騒音を再現でき
るとともに、騒音源や騒音対策なども容易に
設定できるようになっている。

20 その他有害業務

機械センシング ＶＲ技術を活用した工事現場の「騒音シ
ミュレーションシステム」により施工現場
における騒音を再現する。

19 騒音作業 46

「ＶＲ騒音シミュレーション
システム」

清水建設株式会社

リンク

周辺環境への配慮
騒音の疑似体験
低コスト

シミュレーションで
再現した疑似音に
全ての近隣住民が
納得することを保
証するものではな
い。

個別に近隣対応が
必要となる。
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３.メンタルヘルス・職場環境改善対策

開発企業等

登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問い合わせ先

トンネル工事

飛沫粉じん
曝露工事

高騒音工事

22 教育・訓練の充実

あくまでも注意喚起
までであり、実際に
不安全行動を回避
してくれるかどうか
は歩行者次第。

工事中の斜面において土砂崩壊の危険を監
視する装置である。具体的には、簡易セン
サーの「表層ひずみ棒」（以下、MPSと言う）を
斜面に設置し、地中内で微増するせん断ひず
みを計測する。これは、土の変形が「止まって
いる」のか、それとも「継続している」のかを視
覚的に示す物であり、せん断ひずみの増加が
一定速度以上になると一次警報(D1)を発し、さ
らに加速度的な増加を検出すると二次警報
(D2)を発する。さらに検出した危険は警報器か
ら無線で受信機へと伝達される。この受信器
には室内設置型と重機等の運転席に置くカッ
プホルダー型の2種類がある。

公衆災害の防止
低コスト

人・行動センシング

掘削開始前の斜面にあらかじめMPSを
貫入設置して使用する。MPS専用の警
報器とともに使用すればケーブルを接
続するだけで電源が自動投入され、
データの収録とその解析を開始する。
解析結果にD1が検出されると黄色ラン
プが点灯し、さらにD2を検出すると赤ラ
ンプとブザーが作動する。MPSとその警
報器の構成を「土砂崩壊の簡易危険検
出システム」と呼ぶが、MPS単体をセン
サーとして使用することも可能である。
その場合は汎用装置等でデータ収録し
て使用する。

入力データをもとに、施工数量を自動算
出。その数量と歩掛、投入数による各
作業に日数を算出し、建物に適した工
法、施工順序で日建連適正工期の工程
表を自動算出。

RC造は地上25階まで
S造は地上45階まで
地下は4階まで

特になし
認証未取得

現状ではiPadのみのアプ
リケーションソフト
特許取得技術

詳細
情報

備考対象

http://www.kentiku.c
o.jp/nikkouteinew.htm

l

週休２日制の実現 建築ソフト(株)

リンク21 生産性の向上 47

適正工期算定プログラム 国土交通省が2014 年10 月に公布した改正公
共工事品質確保促進法において「適切な工
期」の設定は発注者債務として明記したことを
受け、日建連は「適切な工期」
の設定について国交省より協力要請を受け、
ワーキンググループを設置し、本プログ
ムを作成し、2016 年5 月20 日に日建連監修
のもと、建築ソフト株式会社より、日建連版「適
正工期算定プログラム」として発売。

ICT 残留リスク

23 不安全行動の抑止 49

「iBeaconを利用した工事
概要案内システム」

機械センシング 携帯端末（iOS 端末）に案内アプリをダ
ウンロードし、屋内、屋外を問わず、工
事案内、注意したい場所にiBeacon 発
信機を設置する。近づくと歩行者へ画像
と音声で注意喚起を行う。

塵肺労働災害の撲滅
トンネル内工事災害の防止

崩壊の危険を１０
０％事前検出すると
は難しいと思われ
る。過信は禁物で
あり技術的な限界
を正しく理解して利
用することが重要。

AI技術により，音声
認識スイッチングに
より、対話相手の選
択および作業指示
ガイダンス、作業通
話履歴の集約がな
されるシステムとす
る．

清水建設株式会社

リンク21 生産性の向上 48

高度コミュニケーション（坑
内安全作業）システム

機械センシング

携帯端末（iOS 端末）とiBeacon 発信機で構成
された工事概要案内システムで，見学者のス
マートフォンに見学場所に応じた画像と音声で
案内するものある。海外からの見学者への対
応するあためバイリンガル対応も可能である。
危険な場所などをiBeacon発信機を設置するこ
とで、視覚及び聴覚での注意を促せる。

ガードマン配置等に
よる個別対応

清水建設株式会社

リンク
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３.メンタルヘルス・職場環境改善対策

開発企業等

登録
番号

名称 適用工事・作業 活用分類 概要・特徴 使用方法 効果 使用上の留意 リスク 今後の展望 問い合わせ先

詳細
情報

備考対象

ICT 残留リスク

・鉄筋組立工事
・重量物移動作業

鉄骨・鉄筋コンクリート造家屋建築工事

パワーアシストアームによる重量物の
荷揚げ作業等の補助を行い、腕、腰へ
の作業負荷を軽減。

配筋アシストロボは人の肩、上腕、肘、下腕、
手に相当する５つのパーツと制御盤から構成
されており、人の腕のような形状をしている。
サーボモータを採用しアーム関節をアシスト制
御可能としており、手にあたる先端部の操作グ
リップを動かしたい方向に軽く押すだけで、操
作者の意のままに重量物を移動できるアシス
トロボットである。

「低床式AGV」がりん木（枕木）の上に積まれた
資機材の下に入りこれを持ち上げ搬送する。
20mm 程度の段差を乗り越え、スロープ上の
走行も可能であるため、資機材を積載したまま
で工事用の仮設エレベーターに乗降できま
す。また、全方位走行とその場での回転が可
能。自動運転モードと遠隔操作モードがあり、
自動運転モードでは、貼り替え可能な磁気
テープおよび磁気パネルで設定した経路にお
いて自動搬送が可能。搬送先を設定すれば、
元の場所と搬送先を繰り返し往復する。遠隔
操作モードでは、無線コントローラーを操作し、
遠隔から低床式AGV を縦横無尽に動かすこと
ができる。

「低床式AGV」による資機材の自動搬送
による搬送労力の軽減

・アシストロボを設置する
場合、反力をとれるところ
に設置する必要がある。

24 苦渋反復作業の解消 51

AI技術を活用した高精度の切羽評価システム 無人化、省人化

24 苦渋反復作業の解消 50

配筋アシストロボ 人・行動センシング

重量物の運搬等を起因とする腰痛の予
防

自動運転モードで
設定した経路の安
全確保

自動運転モードの
高度化

株式会社大林組

リンク

・重量物の運搬等を起因とする腰痛の
予防：重量はアシストロボ本体が負担す
るので、腕、腰への作業負荷が軽減さ
れる。
・事故リスク減少、苦渋作業からの開
放：クレーン合番作業等他者操作では
なく、自らの操作により重量物の移動操
作を行うため、危険回避へのレスポンス
が上がり事故リスクが減る。また、重量
（荷重）はアシストロボ本体が負担する
ので、重量物取扱い作業（苦渋作業）か
ら開放され、事故リスクが減る。

・反力の耐久性 ・現状は開削現場
鉄筋組立作業時
に、中間杭（H鋼）に
設置し、反力をとっ
ているが、その他の
重量物作業にも展
開できるようにH鋼
材以外の様々な反
力の取り方を考案
し、様々な作業で展
開していく。
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